
生涯を健康でいきいきと暮らすことは、すべての人の願い

です。健康を保つには、運動やバランスの取れた食事などの

健康づくり、健診による病気の早期発見に加え、安心して治

療を受けられる医療体制が欠かせません。

兵庫県は、昭和62年に「兵庫県保健医療計画」を策定して

以来、社会状況や県民ニーズの変化に対応して、４回にわた

り改訂を行いながら、保健医療の充実に取り組んできました。

この間、がん医療の向上をめざし、「がん診療連携拠点病

院」を全２次保健医療圏域に確保するとともに、県立こども

病院に小児専用のＩＣＵ（集中治療室）を持つ「小児救急医

療センター」を開設しました。また、一人ひとりの心身の状況に応じた健康づくりを進める

「健康マイプラン100万人運動」の推進にも力を注いでいます。

しかし近年、医師不足から、救急医療の実施が困難となる病院が出てきました。兵庫県に

おいても、地域医療の確保は喫緊の課題です。医師不足対策とあわせて、限られた医療資源

を有効に活用した質の高い医療提供体制の構築が求められています。

こうした中、国の医療制度改革において、患者の視点にたった安全・安心な医療と生活習

慣病対策の体制構築をめざす方針が示されました。

この改革を踏まえ、地域の重要課題に的確に対応するため、このたび「兵庫県保健医療計

画」を見直しました。

新しい計画では、「いのちを守る」「地域ケアを進める」「健康と元気を支える」の３つを

基本理念に掲げ、予防から治療、リハビリ、在宅療養までの各分野について数値目標と推進

方策をまとめています。

特に、がんや脳卒中、救急医療、周産期医療など、疾病・事業ごとに求められる医療機能

を明らかにしたうえで、めざすべき医療連携のあり方を具体的に提示しています。

今後、この計画に基づき、関係機関・団体、行政等が連携しながら、質の高い医療を提供

できる体制の構築に全力で取り組みます。

ともに力を合わせて、すべての県民が生涯を通じていきいきと安心して暮らせる社会、

「元気で安全・安心な兵庫」の実現をめざし取り組んでいきましょう。

平成20年４月

兵庫県知事

ご あ い さ つ
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総　論





１　改定の経緯 

２　前計画の達成状況 

 ＜主な目標の達成状況＞

兵庫県では、県民だれもが安心して健やかに暮らせる社会の実現をめざして、平成18年4月に

保健医療計画の第４次改定を行った。「健康と元気を支える」「いのちを守る」「地域ケアを

進める」を３つの基本理念として掲げ、70項目にわたる数値化した目標を設定。その達成に向

け、健康づくりや医師の確保、がん医療の充実、在宅ターミナルケアネットワーク整備などに

取り組んでいる。

一方、平成17年12月に閣議決定された医療構造改革大綱に基づき、平成18年６月に医療法の

第５次改正が行われ、平成19年４月に施行された。この改正においては、地域における医療機

能の分化と連携を進め、急性期から回復期、在宅療養に至るまでの適切な医療が切れ目なく提

供される患者中心の医療提供体制の構築を図るため、医療に関する情報提供の推進と併せて医

療計画制度の見直しを行い、平成20年４月に全国一斉に新たな医療計画を策定することとされ

た。

これを受けて本県においても、前回の保健医療計画改定からまだ２年しか経過していない

が、４疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）５事業（救急医療、災害医療、へき地医

療、周産期医療、小児救急を含む小児医療）の医療連携体制の構築及び在宅療養体制の充実、

さらには医療機関の医療機能の明示に重点を置いて計画の見直しを行うこととしたものであ

る。

なお、保健医療計画は、昭和62年に初めて策定し、以後、平成４年４月、９年４月、13年４

月、18年４月と４回改定を行っており、今回は５回目の改定である。

前計画においては、33項目について70の数値目標を設定した。うち、アウトプット指標が33

項目、アウトカム指標が37項目である。目標設定から２年しか経過していないため（目標期間

は原則５年）、達成された目標はまだ少ないが、達成に向けて進捗中である。
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３　保健医療をとりまく動向

高齢化率は平成17年に約20％に達し、今後も増加の一途をたどる見込みである。それ

に伴い、75歳以上の後期高齢者の割合も増加することが予想されている。また、介護保

険制度がスタートした平成12年４月に約９万人だった要支援・要介護高齢者数は、平成

19年3月には約20万人と２倍以上に増加している。こうした高齢化の進展と介護が必要な

高齢者の増加に伴い、介護予防、慢性期医療、在宅医療のニーズが今後ますます高まる

ことが予測される。

食生活の欧米化とともに以前から生活習慣病が増加しており、近年特に、大腸がん、

肺がん、乳がんなどが増加傾向にある。また、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病などを引

き起こすメタボリックシンドロームという言葉が普及し、食生活や運動など生活習慣へ

の関心が高まっている。
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平成17年12月に閣議決定された医療制度改革大綱において次のような方向性が示され

た。

＜医療制度改革大綱の基本的な考え方＞

ア　安心・信頼の医療の確保と予防の重視

　・患者の視点に立った、安全・安心で質の高い医療が受けられる体制の構築

　・生活習慣病対策の推進体制の構築（メタボリックシンドロームの概念の導入による

　　予防の重要性への理解促進を図る国民運動等）

イ　医療費適正化の総合的推進

　・中長期的対策として、医療費適正化計画において、政策目標を掲げ、医療費を抑制

　　（生活習慣病の予防徹底、平均在院日数の短縮）

　・公的保険給付の内容・範囲の見直し等（短期的対策）

ウ　超高齢化社会を展望した新たな医療保険制度

　・新たな高齢者医療制度の創設

・都道府県単位の保険者の再編・統合

上記大綱の趣旨を踏まえ、平成18年６月に医療法の第５次改正が行われた。改正のポ

イントは、

ア　医療計画制度の見直し等を通じた医療機能の分化・連携の推進

イ　医師の偏在によるへき地や小児科等の医師不足問題への対応

ウ　医療情報の提供による患者の適切な選択支援等である。

また、医療法に基づき、新たに国の基本方針が策定され、医療提供体制の確保に関す

る基本的な考え方が示された。

一般労働者の長時間労働による脳・心疾患の発症など健康への悪影響が問題となって

いる。また、ストレス社会の現れとして、自殺者の増加、躁うつ病を含む気分（感情）

障害の増加が見られる。

患者の自己決定に必要な医療情報へのニーズが高まっている。また、死生観の多様化

が進む一方で、ＮＰＯ・ボランティア活動の進展、ノーマライゼーションの理念の確立

と普及が進んでいる。 

海外との交流の増加、人と物の交流の広域化に伴い、新たな感染症などの国内への進

入が懸念されている。 

情報技術のめざましい進歩により、県民へのインターネットなどによる迅速な情報提

供、遠隔医療の実現などが可能となったが、一方、保健医療情報の医療個人情報の流出

事故が問題化している。また、遺伝子治療や再生医療の最先端医療の進展が期待される

一方で、医療の倫理が問題となっている。

第
１
章

改
定
の
趣
旨

5



 

兵
庫
県
保
健
医
療
計
画 

　医療制度改革の実現に向けて、各都道府県において、医療計画のほか、生活習慣病の

予防を進める「健康増進計画」、療養病床の削減と地域におけるケア体制の整備を進め

る「地域ケア体制整備構想」、さらには、生活習慣病の予防と平均在院日数の短縮によ

り医療費の伸びの適正化を図る「医療費適正化計画」を、同時並行的に作成することと

された。予防を進める「健康増進計画」、療養病床の削減と地域におけるケア体制の整

備を進める「地域ケア体制整備構想」、さらには、生活習慣病の予防と平均在院日数の

短縮により医療費の伸びの適正化を図る「医療費適正化計画」を、同時並行的に作成す

ることとされた。

　平成18年４月に地域の重要課題に地域の重要課題に対応するための改定を行ってまだ

間がないことから、今回の見直しは国の医療構造改革への対応（改正医療法及び「医療

提供体制の確保に関する基本方針」、「医療計画作成指針」「疾病及び事業ごとの医療

体制構築に係る指針」を踏まえた見直し）を中心に以下の視点に立って行った。

　ただし、地域の重要課題については、その後の状況変化も踏まえて今後の推進方策・

目標を見直し、新計画に書き込むこととした。

４　改定の視点 

救急医療、がんをはじめとする生活習慣病に対する医療など、県民が必要とする各医

療分野において、医療機関相互の機能分担と連携を進め、良質かつ適切な医療を効率的

に提供する体制の確保をめざす。

患者が医療に関する情報を十分に得られ、適切な医療を選択できるよう、医療機関が

有する医療機能等の情報の提供を促す。 

今後見込まれる後期高齢者及び要介護高齢者の増加に対応するため、在宅医療を推進

するとともに、医療と介護が連携した地域ケア体制の整備を進める。

数値目標を計画に明示し、ＰＤＣＡ（計画→実行→評価→改善）のサイクルに基づ

き、進捗に対する定期的な検証・評価を行い、推進方策の見直しを図るなど、進行管理

に的確に取り組む。

医療構造改革の関連計画である健康増進計画、医療費適正化計画、地域ケア体制整備

構想、がん対策推進計画との整合がとれた計画にするとともに、一体的に計画の推進に

取り組む。 
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１　計画の位置付け
この計画は、医療法第30条の4に基づき都道府県が策定する医療計画であると同時に、地域保

健法の趣旨に沿って地域保健対策の方向を示す基本的な計画である。

また、県民、市町、保健・医療機関、関係団体等の参画と協働のもと、それぞれが取り組む

べき保健・医療分野の基本的指針(ガイドライン）としての性格を併せ持つ。 

２　他計画等との関係
この計画は、新しい兵庫の羅針盤となる「21世紀兵庫長期ビジョン」の保健医療に関する分

野別計画であり、「少子・高齢社会ビジョン」の趣旨を踏まえた計画である。

また、「兵庫県老人保健福祉計画（介護保険事業支援計画）」、「すこやかひょうご障害者

福祉プラン」、「ひょうご子ども未来プラン」、「兵庫県健康増進計画」、「兵庫県医療費適

正化計画」、「兵庫県地域ケア体制整備構想」と整合をとって作成している。

３　計画期間 
計画期間は平成20年4月から25年3月までの5年間とする。ただし、社会・経済情勢の変化や大

幅な制度改正などがあった場合は、必要に応じて5年の経過を待たずに見直すものとする。 

第２章　計画の性格 
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1　人口

兵庫県の総人口は、平成19年10月現在で、5,594,249人であり、平成７年に阪神・淡路大震

災の影響で減少した時を除いて、人口は増加している。

しかし、平成22年（2010年）ごろを境に、人口は減少する見込みである。

第３章　兵庫県の概況

年齢階級別人口を見ると、第一次ベビーブームに生まれた50歳代後半の人口と、第二次ベ

ビーブームに生まれた30歳代前半の人口が多く、二つの山を作っている。

性別に見ると、19歳までは男性が女性よりも多いが、20歳以降は女性の方が多く、80歳以

上の人口では女性が男性の約２倍となっている。
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2005年（平成17年）の人口の年齢３区分別割合をみると、年少人口（15歳未満）が14.2％、

生産年齢人口（15～64歳）が65.6％、老齢人口（65歳以上）が19.8％であり、今後も老齢人口は

増加すると予想される。

一方で、年少人口の割合は、昭和50年に一時的に増加したのを除いて、減少の一途を辿って

おり、今後も少子高齢化は進行する見込みである。

兵庫県の世帯数は平成17年10月現在で、2,146,488世帯あり、増加を続けている一方で、１世

帯あたりの平均世帯人数は年々減少している。
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兵庫県の世帯数は平成17年10月現在で、2,146,488世帯あり、増加を続けている一方で、１世

帯あたりの平均世帯人数は年々減少している。
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２　人口動態

本県の出生率の推移を見ると、昭和45年（19.8）以降急激に減少し、平成２年には10.1と約

半分になったが、それ以降は、ほぼ横ばいが続いている。

本県の合計特殊出生率は年々低下しており、全国値とは各年ほぼ同じであるが、圏域別に

見てみると、最高は但馬圏域の1.69、最低は神戸圏域の1.15である。
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本県の死亡率（人口千人対）の年次推移を見ると、昭和50年代前半が最も低く、その後上

昇して、2003年（平成15年）には8.0となっている。全国値と比較すると、阪神・淡路大震災

の影響で激増した1995年（平成7年）以外は、ほぼ同じである。

死因別死亡率割合は、平成18年で、がんが第一位31.8%であり、続いて心疾患15.6%、脳血

管疾患10.2%となっており、三大生活習慣病だけで、全死亡の６割近くを占めている。

死亡の中でも６割近くを占めている３大死因を見てみると、年々、悪性新生物の死亡率は高

まっており、脳血管疾患、心疾患は平成７年以降ほぼ横ばいである。
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ＳＭＲとは・・・
ＳＭＲは各地域の年齢階級別人口と標準集団（全国）の年齢階級別死亡率から当該地域の期待死亡数を求め、当該地域の実
際の死亡数が期待死亡数の何パーセントになるかを示すものであり、年齢構成の違いの影響を除いて死亡率を比較する指標
である。
ＳＭＲは、対象集団の年齢階級別死亡率を用いていないため、直接法年齢調整死亡率よりも人口変動の影響を受けにくい。

本県と全国の平均寿命を男女別に比較すると、どちらの場合も、昭和50年頃までは兵庫県の

平均寿命が全国値よりも高かったが、それ以降は全国値の方が高くなっている。
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３　受療動向

本県の推計患者数を年齢別に見ると、入院・外来とも45歳以降に急激に増加し、65～84歳

の年齢層が、最も多くなっている。

年齢階級別の受療率を見ると、入院・外来ともに5～14歳が最も低く、その後、年齢が上が

るにつれて高くなっている。平成14年のデータと比較してみると、45歳以上は軒並み減少し

ているのに対し、44歳以下は、25～34歳を除き増加しているのが特徴である。
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入院及び外来の患者を疾病別にみると、入院の疾病としては、精神・循環器・新生物が多

く、外来患者の疾病としては、筋骨格系・消化器系・循環器系・呼吸器系が多い。
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４　医療施設及び医療従事者の動向

病院・診療所の数は年ごとに増加している。人口10万人対で比較してみると、一般診療所

以外は全国の数値より低くなっている。

平成19年4月1日時点で、既存病床数が基準病床数を上回っている圏域は、神戸・阪神南・東播

磨・中播磨・淡路である。逆に、下回っている圏域は、阪神北・北播磨・西播磨・但馬・丹波である。

その中でも但馬圏域は、大幅に基準病床数を下回っている。

病床別の平均在院日数は、一般が18.5日、療養が165.0日、精神が387.9日となっている。全

国平均との比較では、精神の320.3日と大きな差がみられ、他の病床では全国平均よりおしな

べて低くなっている。

病床利用率を見てみると、精神病床・結核病床以外は全国値よりも低くなっている。
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標榜科別病院数は多い方から、内科・整形外科・外科・リハビリテーション科・放射線科・

消化器科・循環器科の順となっている。
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医師数は徐々に増加しているが、人口10万人対の医師数は、全国に比べて低い。

診療科別に見てみると、精神科・呼吸器科・循環器科・神経内科・消化器科などが特に、全

国値よりも低くなっている。

歯科医師数は、徐々に増加しているが、人口10万人対で全国と比較すると、大きく下回って

いる。

診療科別に見てみても、全ての診療科で全国値を下回っている。

薬剤師数は年々増加しており、人口10万人対で全国と比較すると、大幅に上回っている。
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５　データから見る兵庫県の特徴

人口、人口動態、受療動向、医療施設などの動向から見られる兵庫県の特徴を整理すると以

下のとおりである。

今後、少子高齢化が進展するとともに、平成22年頃を境に、総人口の減少が始まると見込

まれる。

少子高齢化の進展は地域差が大きく、西播磨・但馬・丹波・淡路圏域においては、高齢化

率、合計特殊出生率ともに高くなっている。

死因別死亡率では、悪性新生物が30％を上回っており、次いで心疾患、脳血管疾患の順

で、この３つの生活習慣病で約60％を占めている。

全国と比べると、がんによる死亡割合が高く、脳血管疾患による死亡割合は低い。特に、

肝がん、肺がんの死亡率が高いのが兵庫県の特徴である。（「がん対策」参照）

圏域別死因別ＳＭＲ（標準化死亡比）をみると、神戸・阪神など都市部は、がんによる死

亡割合が高く、脳血管疾患による死亡割合は低くなっている。 

受療率に関しては、入院の受療率がほぼすべての年齢層において全国に比べ低い傾向と

なっている一方で、外来の受療率は全国に比べ高い傾向がある。 

一般・療養病床は、県全体として概ね基準病床数に見合う病床が整備されているが、神

戸・東播磨・中播磨圏域では大幅な病床過剰状態となっている。

平均在院日数は、一般・療養病床については全国より短いが、精神病床については全国よ

り長くなっている。
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１ いのちを守る安心の医療提供体制の充実 
すべての県民が、いつでもどこでも安心して適切な医療が受けられ、早期に在宅に復帰で

きるよう、救急医療、へき地医療、脳卒中対策など、疾病・事業ごとに、医療機関の機能分

担と連携を進め、質が高く県民・患者にも分かりやすい医療提供体制の充実に努める。

本計画は、すべての県民が住み慣れた地域で、「生涯をいきいきと安心して暮らせる社会」

を実現するため、「いのちを守る安心の医療提供体制の充実」「地域ケアを進める連携体制の

強化」と「健康と元気を支える保健対策の推進」をめざす。

２ 地域ケアを進める連携体制の強化 
病気や障害を持っていても、住み慣れた自宅や地域で人間としての尊厳を持って、いきい

きと暮らしていけるよう、診療所と病院など医療機関相互の連携や保健・医療・福祉の連携

体制を強化する。

３ 健康と元気を支える保健対策の推進 
すべての県民が、生涯を通じて健やかにいきいきと暮らせるよう、県民の多様なニーズに

対応できる充実した保健対策を推進する。

第４章　基本理念 
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第１節　保健医療圏域 

人口構成、保健医療需給、保健医療サービスを提供するための資源などは、地域ごとに異

なっている。県民に適切な保健医療サービスを効率的に提供するためには、県民の生活行動の

実態を踏まえた範囲、適当な広がりを持った圏域を設定することが必要であり、次のとおり保

健医療圏域を設定する。

○プライマリケア：個人や家庭が最初に接する保健医療サービス。初期患者の問題を的確に把

握して、適切な指示や処置あるいは専門医等への紹介を行うとともに、日常の健康管

理、健康相談に応じる。

１　1次保健医療圏域 
県民の積極的な健康づくりを支援するために、生活に密着した保健サービスの提供とプライ

マリケア＊の確保を図る圏域を１次保健医療圏域とする。プライマリケアは日常生活圏で確保さ

れる必要があり、日常生活の中で提供される基本的な保健サービスは、主として市町が実施主

体であることから、市町の区域を１次保健医療圏域とする。

なお、政令市など大都市においては、市域内で適宜設定することとする。現状では、神戸市

が行政区を１次保健医療圏域として設定している。

２　２次保健医療圏域
２次保健医療圏域は、入院医療を提供する体制の確保を図るため、一般病院及び療養病床の

整備を図るべき地域的単位として区分する区域である。

２次保健医療圏域については、平成13年4月に策定した保健医療計画において、医療法施行規

則第30条の29（区域の設定に関する標準）の規定を踏まえつつ、住民の生活圏、行政や保健医

療団体の区域、中核的な医療機関の分布、患者の受診状況などを総合的に勘案して10の圏域を

設定した。

今回は、設定要素の内容に大きな変化がないこと、現行の２次保健医療圏域を基本としてさ

まざまな医療需要に柔軟に対応しうる保健医療提供体制の整備が進んでいること、さらに、医

療法第５次改正及び「医療提供体制の確保に関する基本方針」（厚生労働大臣告示）におい

て、疾病・事業ごとの医療連携体制については２次保健医療圏域にこだわらず柔軟な区域設定

が可能とされたことなどから、２次保健医療圏域については現行の圏域を維持する。

第５章　保健医療提供体制の基盤整備 

（医療法第30条の4第2項第10号に規定する圏域） 

３ ３次保健医療圏域
高度、特殊専門的な保健医療サービスの提供を行い、保健医療提供体制の完結を図る圏域と

して、県全体を３次保健医療圏域とする。

（医療法第30条の4第2項第11号に規定する圏域）

第
５
章

保
健
医
療
提
供
体
制
の
基
盤
整
備
（
第
１
節
）

22



２次保健医療圏域と構成市町 

２次保健医療圏域 
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第２節　基準病床数 

基準病床数は、医療法に基づき、都道府県域又は２次保健医療圏域において整備を図るべき

病床数の一定の水準を示すものであり、国の定める基準により、療養病床及び一般病床は２次

医療圏ごと、精神病床、結核病床、感染症病床については都道府県の区域ごとに、５年ごとに

定めることとされている。

本県の基準病床数は、平成18年4月の計画改定で設定しており、医療法に定める5年の見直し

期限が来ていないことや、地域ケア体制整備構想に定める療養病床転換計画の実現状況等を把

握する必要があることから、今回の改定においては基準病床数を据え置き、平成23年4月までの

間に見直すこととする。

なお、療養病床又は一般病床を介護老人保健施設に転換した場合は、当分の間、当該介護老

人保健施設の入所定員数を療養病床又は一般病床の既存病床数として算定されることとなって

いる。（医療法施行規則第48条）

国の定める算定式に基づき、療養病床については、年齢階級別人口、長期療養需要率、介

護施設（介護老人福祉施設及び介護老人保健施設）入所者数、病床利用率などにより算出

し、一般病床については、年齢階級別人口、年齢階級別退院率、平均在院日数、病床利用率

などから算出し、両者を合算して、次のとおり定めている。

基準病床数の算定

国の定める算定式に基づき、年齢階級別人口、年齢階級別新規入院率、病床利用率、一年

以上在院患者数、一年以上在院者の年間退院率、新規一年以上在院者数などにより算出し、

次のとおり定めている。
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国が定める参酌基準に基づき、塗抹陽性結核患者数、塗抹陽性結核患者の感染性が消失す

るまでに要する平均日数などにより算出し、次のとおり定めている。

課　　題

国の通知に基づき、感染症予防法に定める第１種感染症指定医療機関及び第２種感染症指

定医療機関の感染症病床の数を合算して、次のとおり定めている。

(1)　一般病床及び療養病床については、各２次保健医療圏域において地域の実情に応じ基準病

床数の範囲内で適正な病床数の確保を図る必要がある。既存の許可病床のうち、休床になっ

ている病床もあり、病床利用率を踏まえた適正配分が必要である。また、地域ケア体制整備

構想で定める療養病床転換計画を踏まえながら、一般病床と療養病床について、患者数の実

態に応じてバランスのとれた病床数を確保していく必要がある。

(2)　精神病床については、基準病床数を上回っているが、病床利用率も一般病床に比べて高い

ことから、多様な精神医療のニーズに機動的に対応することが難しい面がある。精神病床の

平均在院日数は平成18年で387.9日と、全国(320.3日)に比べて非常に長く、その短縮化が課題

となっている。

(3)　結核病床は、民間病院の結核病棟の廃止や旧国立病院、療養所の集約化に伴い減少してい

るが、今後も入院を必要とする結核患者数の動向を踏まえ、不足を来さないようその確保に

努める必要がある。ただし、平成19年4月に結核予防法が感染症法に統合され、従来の半年ご

との命令入所から30日間ごとの入院勧告となった影響で、今後平均在院期間が短縮化するこ

とが予測されることから、次回の基準病床数見直しの際には、在院期間の推移を勘案し必要

な病床数を算定する必要がある。

(4)　感染症病床については、県全体で基準病床を４床下回っている。これは、阪神北圏域にお

いて第２種感染症指定医療機関が未指定になっているためであり、早急に指定を行い、感染

症病床を確保する必要がある。

(5)　現在、基準病床数は国が定める算定式によって一律に定めることとされているが、都道府

県が地域の実情を踏まえ柔軟に判断し、病床を確保する仕組みづくりが求められている。

　　基準病床数は、それを超える病床の増加を抑制する機能をもっているが、この病床規制に

ついては、平成16年12月に、政府の規制改革・民間開放推進会議において、医療機関の競争

が働きにくく、医療機関の許可病床数がいわば「既得権益化」しており、当該地域に質の高

い医療機関が参入することを妨げているとの問題点が指摘されたが、国は、現状では直ちに

基準病床数制度を廃止するための条件が整っていないことから当面存続することとしてい

る。
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推進方策

(1)　一般病床及び療養病床については、圏域内の病床数（基準病床数との比較や既存病床の利

用状況）や既存医療機関の連携状況、４疾病５事業等で各医療機関に求められる医療機能、

地域ケア体制整備構想に定めた療養病床転換計画などを考慮しつつ、必要な病床の確保や整

備する医療機能を圏域の健康福祉推進協議会で検討する。（県、保健所設置市、関係団体、

医療機関）

(2)　精神病床については、通院医療やデイケアの推進及び病院における社会復帰活動の推進や

社会復帰施設との連携の確保により、在院日数の短縮化と病床の効果的で柔軟な利用を図っ

ていく。（県、医療機関）

(3)　感染症病床については、阪神北圏域における第二種感染症指定医療機関を指定し、二類感

染症の発生に備えた病床の整備を進める。

(4)　結核病床については、結核治療上必要な病床の確保を図る。（県、医療機関）

(5)　基準病床の算定に当たっては、地域の実情に応じた柔軟な判断ができるよう、都道府県の

裁量を拡大することを国に提案していく。

　　病床規制のあり方に関しては、今後国において、医療連携体制の構築により、地域におい

て真に必要な医療機能や病床数を明かにし、その上で、どう対応していくかの検討が進めら

れていく見込である。県としては、国の検討状況を注視し、県民に対する適切な医療提供体

制を確保する観点から、基準病床数制度のあり方について、必要に応じて国に要望・提案を

行っていく。
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第３節　保健医療施設の充実 

１ 病院
地域医療に必要な病床数及び医療機能を確保する。

現　　状

(1)　病院数は、平成10年10月1日時点では、345施設であったが、平成18年10月1日現在では353

施設と若干増加している。種類別の内訳は、一般病院321施設、精神病院32施設となってい

る。また、人口10万対では、総病院数は6.3（全国7.1）、一般病院数は5.7（全国6.2）で、い

ずれも全国値を下回っている。

(2) 病院数を病床の規模別にみると、全県では100床未満が39％、100床以上200床未満が30％、

200床以上400床未満が21％、400床以上が9％となっている。

(3) 病床数は、平成10年10月1日時点では64,007床であったが、平成18年10月1日現在では64,972

床に増加している。種類別の内訳は、一般病床37,996床、療養病床14,608床（介護型療養病床

を含む。）、精神病床11,883床、結核病床441床、感染症病床44床となっている。また、総病

床数の人口10万対は総数1,162.3で、全国値1,273.1を下回っている。

(4)　一般病床及び療養病床については、平成10年度から19年度にかけて、基準（必要）病床数

に対する既存病床数の割合は、ほとんどの２次保健医療圏域で増加し、全県で平成12年4月1

日時点で99.2％（必要病床数52,985床、既存病床数52,548床）であったのに対し、平成19年4月

1日現在104.4％（基準病床数50,849床、既存病床数53,071床）となっている。圏域別に見る

と、神戸圏域（1,708床の過剰）を含め、５圏域が既存病床数が基準病床数を上回っており、

但馬圏域（232床の不足）を含め、５圏域が基準を下回っている。

(5)　一般病床及び療養病床については、従来のその他病床が、平成12年12月の医療法改正で病

床区分の見直しが行われ、急性期患者を主な対象とする「一般病床」と長期にわたり療養を

必要とする患者を主な対象とする「療養病床」に区分された。

(6)　医療提供体制の面から見ると、医師、薬剤師らの医療従事者について、医療法上の標準数

を満たしていない医療機関が、平成13年度は医師11.5％、看護職員0.6％、薬剤師4.9％であっ

たのが、平成18年度には医師8.5％、看護職員1.1％、薬剤師0.9％と改善が進んでいる（医療監

視結果より）。

(7)　国は医療制度改革の一環として、平均在院日数の短縮などにより医療費適正化を図るた

め、各都道府県において医療費適正化計画を策定することとされた。 

課　　題

(1)　基準病床数は、整備を図るべき一定の水準を示すものであり、各２次保健医療圏域におい

て、地域の実情に応じ基準病床数の範囲内で適正な病床数の確保を図る必要がある。また、

既存の許可病床のうち、休床になっている病床もあり、病床利用率を踏まえた適正配分が必

要である。
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(2)　病床の区分が変更されたことに伴い、一般病床と療養病床について、患者数の実態に応じ

てバランスのとれた病床数を確保していく必要がある。また、一般病床（急性期病床）や療

養病床（慢性期病床）の受け入れ患者については、病状に応じて必要な患者がスムーズに受

け入れがなされるよう、一般病床を有する医療機関と療養病床を有する医療機関との間の連

携が必要である。

(3)　結核病床は、民間病院の結核病棟の廃止や旧国立病院、療養所の集約化に伴い減少してい

るが、今後も入院を必要とする結核患者数の動向を踏まえ、不足を来さないようその確保に

努める必要がある。

(4)　精神病床については、既に基準病床数を上回っている。しかしながら、精神疾患について

は、入院患者の在院日数は他の疾患に比べ長く、病院稼働率も一般病床に比べて高いことか

ら、多様な精神医療のニーズに機動的に対応することが難しい面がある。

(5)　特に医療従事者の標準数を満たしていない病院については、職場環境の整備などにより医

療従事者の確保を図る必要がある。 

推進方策

(1)　地域医療の確保については、圏域内の病床数（基準病床数との比較）や既存医療機関の連

携状況、医療機能の連携などを考慮しつつ、必要な病床の確保や整備する医療機能を健康福

祉推進協議会で検討する。（県、保健所設置市、関係団体、医療機関）

(2)　結核病床については、結核治療上必要な病床の確保を進める。（県、医療機関）

(3)　精神病床については、通院医療やデイケアの推進及び病院における社会復帰活動の推進や

社会復帰施設との連携の確保により、在院日数の短縮化と病床の効果的で柔軟な利用を図っ

ていく。（県、医療機関）

(4)　医療提供体制の充実のため、医療機関の立入検査時などに医療従事者の確保を指導すると

ともに、患者の療養環境、医療従事者の職場環境の改善を促進する。（県、保健所設置市、

医療機関）

(5)　県は、医療を受ける者の適正な選択を支援するため、改正医療法に基づき、病院から報告

を受けた情報を集約し、県民に分かりやすい形で公表する。（県、医療機関）

(6)　本計画と同時に策定する兵庫県医療費適正化計画に掲げるとおり、医療機関の機能分化・

連携を進め、全病床の平均在院日数の短縮をめざす。（県、医療機関）

　　30.0日（2007）→28.3日（2012）（厚生労働省「病院報告」） 
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２　一般診療所
県民誰もが身近なところで地域医療が受けられるよう、一般診療所（いわゆる開業医や医

院）を確保する。

現　　状

(1)　一般（医科）診療所数は、平成10年10月1日時点の4,369施設から、平成18年10月1日現在は

4,851施設に増加している。このうち有床診療所は平成10年10月1日時点の596施設（一般診療

所数の13.6％）から、平成18年10月1日現在は、療養病床を有する診療所が65施設、その他の

有床診療所が314施設の計379施設（一般診療所数の7.8％）に減少している。人口10万対で

は、本県の診療所数は86.8で全国値77.2を上回っている。

(2)　病床数は、平成10年10月1日時点の6,245床から平成18年10月1日現在4,221床に減少してい

る。人口10万対では75.5で、全国値125.1を下回っている。

(3)　医療法の改正により、有床診療所における48時間の入院期間制限の規制が廃止され、平成

19年1月1日から施行された。また、病院の病床及び診療所の療養病床と同様に、診療所にお

ける一般病床の設置等について、新たに県知事の許可を要するとされ、基準病床数の対象に

することとされた。

(4)　新たに、在宅医療や産科など地域において特に必要とされる機能を持つ有床診療所の一般

病床については、今後も円滑に整備されるよう措置する必要があることから、医療計画に記

載され、又は記載されることが見込まれる診療所に一般病床を設けようとするときは、知事

への届出制とされた。 

課　　題

一般診療所は、地域の初期医療サービスの中核的な担い手として、また、幅広い視点で「生

活の中で患者を支える医療サービス」を提供する施設として住民の身近なところに整備するこ

とが求められているが、郡部、都市部共に地域的な偏在があることから、地域の実情に応じて

必要な診療所の確保に努める必要がある。

届出により一般病床の設置等ができる診療所は、次の各項目のいずれかに該当し、地域にお

いて特に必要とされる有床診療所として地元医師会、地元市町及び圏域健康福祉推進協議会

（神戸圏域においては神戸市保健医療審議会）の同意を得たうえで、兵庫県医療審議会におい

て必要と認められた診療所とする。

①産科又は産婦人科を標榜し、実際に分娩を取り扱う診療所

②小児科を標榜し、夜間又は休日の診療を実施する診療所

③へき地に設置される診療所

④在宅療養患者の増悪時等に入院を受け入れるなど在宅療養を支援する診療所

推進方策

(1)　プライマリケアの機能を各１次圏域又は２次圏域において確保するために、診療所の診療

科目、地域的なバランスなど地域の状況を把握し、地域住民の要望などから必要に応じて健

康福祉推進協議会等の場で一般診療所の配置及び機能の確保策を検討する。（県、市町、関

係団体、医療機関）

(2)　医療を受ける者の適正な選択を支援するため、改正医療法に基づき、一般診療所から報告

を受けた情報を県が集約し、県民に分かりやすい形で公表する。（県、医療機関） 

＜届出により一般病床の設置及び増床ができる診療所＞
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３ 歯科診療所 
県民誰もが身近なところで地域歯科医療が受けられるよう、歯科診療所（いわゆる開業医や

医院）を確保する。

現　　状

歯科診療所数は、平成10年10月1日時点の2,656施設から、平成18年10月1日現在では2,886施設

に増加している。人口10万対では51.6で、全国値52.7とほぼ同数になっている。

課　　題

歯科のプライマリケアの機能を担う歯科診療所は、身近なところに整備することが求められ

ているが、郡部、都市部共に地域的な偏在があることから、地域の実情に応じて必要な診療所

の確保に努める必要がある。

推進方策

(1)　歯科のプライマリケアの機能を各１次圏域又は２次圏域において確保するために、地域に

おける歯科診療所の開設状況を把握し、地域住民の要望などから必要に応じて健康福祉推進

協議会等の場で歯科診療所の配置及び機能の確保策を検討する。（県、市町、関係団体、歯

科医療機関）

(2)　医療を受ける者の適正な選択を支援するため、改正医療法に基づき、歯科診療所から報告

を受けた情報を県が集約し、県民に分かりやすい形で公表する。（県、医療機関） 

一般診療所、歯科診療所数 第
５
章
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４　薬局 
患者本位の良質な医薬分業をさらに推進するとともに、地域において、医薬品等の安定供給

とともに地域医療に貢献できる薬局づくりを目指す。

現　　状

(1)　本県の薬局数は、平成７年度末1,667施設、平成11年度末2,003施設から平成18年度末には

2,337施設と依然として増加傾向にあり、平成18年度末の人口10万人対では41.9で全国値の40.7

をわずかに上回っている。

(2)　薬局のうち、保険薬局は、平成７年度末1,330施設、平成11年度末1,824施設から平成18年度

末には2,220施設となっており、全薬局に占める保険薬局の割合も平成11年度末91.1%から平

成18年度末には95.0%へと上昇している。

(3)　人口10万人対薬局数を圏域別にみると、最も多いのは淡路圏域の54.6で、最も少ないのは

阪神北圏域の31.6となっている。

(4)　薬局数は増加傾向にあるが、都市部を中心に休日夜間の社会経済活動が活発で、医薬品の

ニーズが高まっているにもかかわらず、医薬品の供給体制には地域差があり、十分に地域住

民のニーズに対応しているとはいい難い。

(5)　薬局は、平成18年度の医療法の改正で医療提供施設と位置づけられたことから、医療機関

等との連携のもと地域医療への貢献が望まれている。

課　　題

休日夜間における医薬品等の供給体制の整備が必要である。

推進方策

(1)　兵庫県薬剤師会と協力し、「兵庫県における薬局業務運営ガイドライン（平成14年４月１

日制定）」の徹底を推進し、薬局の質的向上を図るとともに、薬剤師会が認定する「基準薬

局」＊制度を推進し、休日夜間における医薬品の需要に対応できる体制を整備する。
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(2)　また、一般用医薬品や医療機器等を合わせて供給することで、地域住民に対する適切なセ

ルフケアの推進を図る。

(3)　なお、県は、医療を受ける者の適正な選択を支援するため、平成19年度から、県内薬局の

機能情報を県のホームページで公開する。（県、薬剤師会） 

○基準薬局：かかりつけ薬局の機能を明確にし、薬局のレベルアップを図る目的で各都道府県

薬剤師会が基準に基づき認定する薬局である。認定基準は①一般薬の販売において、必

要に応じて受診勧告するなどの適切な助言、②責任をもった処方せん応需、③薬歴等を

通じた適切な服薬指導の実施、④研修への積極参加などがある。
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主治医が必要と認めた、在宅のねたきり高齢者をはじめとする在宅療養者に対し、訪問看護

ステーションや医療機関の看護師等が家庭を訪問し、療養上の世話や診療の補助を行う訪問看

護サービスを提供している。 高齢化の進展や平均在院日数の短縮等により、在宅療養者は今後

さらに増加することが予想されるため、多様なニーズに対応できる訪問看護サービスの充実を

図る。 

現　　状

医療機関のほか、平成19年4月1日時点で348か所の訪問看護ステーションが設置されている。 

課　　題

推進方策

訪問看護に従事する看護師等の養成と資質向上を図るため、関係団体と連携して研修を実施

するとともに、研修内容などの充実を図る。（県、関係団体）

(1)　在院日数の短縮化が進む中、医療ニーズの高い患者の在宅医療を担う訪問看護師の確保を

図る必要がある。

(2)　在宅医療を充実し、患者の生活の質を向上するため、多様なニーズに応じた訪問看護体制

の整備を図る必要がある。 

５　訪問看護事業所
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６　保健所
地域住民の健康の保持・増進及び地域住民が安心して暮らせる保健医療体制の確保を図るた

め、保健所の広域的、専門的、技術的拠点としての機能及び企画調整機能を強化するととも

に、保健・医療・福祉の施策を総合的一体的に推進する。 

現　　状

県では、平成13年４月に保健所と福祉事務所を統合し、さらに平成17年４月に企画立案・総

合調整機能や健康危機管理機能の強化などを図る観点から、健康福祉事務所は、13か所の地域

保健法上の保健所と、その業務の一部を所掌する12か所の保健事務所とに位置づけを見直し

た。

健康危機管理の観点から総合的な対応が必要な業務や緊急の対応が求められる業務は、13か

所の地域保健法上の保健所に位置付けられている健康福祉事務所に業務を集約し、保健指導相

談や栄養指導相談などの県民に身近な業務については、保健事務所を含めた25か所の健康福祉

事務所で行っている。

一方、地域保健法の規定に基づき保健所を設置している市は、神戸市（政令指定都市）、姫

路市及び西宮市（中核市）、尼崎市（政令市）の４市となっている。

現在、これらの保健所（県13健康福祉事務所、市４保健所）は、市町保健センターと連携し

ながら、地域保健の中核施設として役割を果たしている。 

課　　題

(1)　保健所は、地域保健の広域的、専門的かつ技術的な拠点としての機能を強化する必要があ

ることから、①精神保健、難病対策、エイズ等感染症対策、監視・指導、検査業務などの専

門的かつ技術的業務、②保健、医療、福祉情報の収集、活用、③各地域が抱える課題に即し

た調査研究、④医師をはじめとする専門技術職員による市町に対する技術支援、⑤地域にお

ける健康危機管理の拠点としての機能、⑥地域の諸課題に総合的に対応していくための企画

立案・総合調整機能をそれぞれ強化するとともに、⑦「21世紀における国民健康づくり運動

（「健康日本21」及び「健やか生活習慣国民運動」）」に合わせ兵庫県独自で実施する「健

康ひょうご21大作戦」推進の地域における中核拠点としての機能を持つことが必要である。

(2)　保健所における健康危機管理においては、重大健康危機や医療安全への対応の強化充実が

望まれており、今後新たに対応すべき課題として、災害、初動時に原因の特定ができない健

康危機の事例への対応、生物テロなどへの対策が挙げられる。保健所は、健康危機時のみな

らず平時及び事後の対応を十分に行えるなど、地域における健康危機管理体制の拠点として

の役割を担うことが必要である。

(3)　県民局の所管区域の見直しを踏まえ、県保健所業務の専門性の維持・向上及び効果的・効

率的な県民サービスの提供の観点から、業務内容について再検討する必要がある。

推進方策

各種施策の企画立案を効果的に行うとともに、地域における保健・医療・福祉システムの

構築など関係機関等との連携の下に、総合的に対応していくとともに、専門職が有する専門

的知識の活用を推進する。（県・保健所設置市） 

(1)　企画調整機能の発揮 

健康危機の発生・拡大の防止に加え、患者情報等の情報の収集・提供を図るなど、医師会

等関係団体との連携が確保された健康危機管理体制の整備を行う。（県・保健所設置市）

(2)　地域における健康危機管理の拠点としての機能の強化
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精神保健、難病対策、感染症・エイズ対策等の専門的・技術的な業務について機能強化を

図るとともに、食品衛生、環境衛生、医事、薬事等における監視指導の計画的な実施等一層

の効率化及び高度化を図る。（県、保健所設置市） 

(3)　専門的・技術的業務の推進 

所管区域に係る保健、医療、福祉に関する情報を幅広く収集、管理及び分析するととも

に、関係法令を踏まえつつ、関係機関及び住民に対して、これらの情報を積極的に提供す

る。（県、保健所設置市）

(4)　情報の収集、整理及び活用の推進

各地域が抱える課題に即し、地域住民の生活に密着した調査及び研究を積極的に推進す

る。（県、保健所設置市）

(5)　調査・研究等の推進

市町の求めに応じて専門的かつ技術的な指導、支援及び市町保健センター等の運営に関す

る協力を積極的に行う。（県）

(6)　市町に対する支援

栄養、運動、休養等について、総合的に健康づくりを進めるため、県健康福祉事務所に健

康運動指導士を配置するなど、市町や関係団体に対する専門的かつ技術的な助言を行うとと

もに、「健康ひょうご21大作戦」の地域の中核拠点として、「ひょうご健康づくり県民行動

指標」など、健康づくりに関する普及啓発や情報の収集・発信を行う。（県、保健所設置

市） 

(7)　「健康ひょうご21大作戦」の推進
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７　市町保健センター 
市町保健センターは、地域住民の健康の保持・増進を図るため、住民に対し、健康相談、保

健指導及び健康診査、その他地域保健に関し必要な事業を行う市町保健活動の拠点施設であ

る。

このため、市町保健センターが、住民の健康づくりの拠点としての機能を発揮できるよう質

的充実を図る。 

現　　状

昭和53年から、市町保健センターの整備が促進され、類似施設を含めると、全市町で整備さ

れている。

また、保健と福祉の総合センターとして、身近な保健・福祉サービスの提供をはじめ、総合

相談窓口、ケア・コーディネーション、市町の保健福祉サービスについての企画立案などの役

割が求められるなど、市町保健センターの役割はさらに重要になっている。 

市町保健センターまたは保健センターの類似施設（以下「市町保健センター等」という。）

は県下全市町で整備されたが、今後、市町合併に伴う施設のあり方や介護保険法第115条の39に

規定され、高齢者の介護予防ケアマネジメントや総合相談等を行う地域包括支援センター等と

の連携方策などを踏まえた、施設機能の充実を図る必要がある。 

課　　題

推進方策

(1)　住民の健康づくりの拠点としての機能を発揮できるよう、ソフト、ハードの両面から施設

機能の充実を図る。（市町）

(2)　兵庫県保健センター連絡協議会の研修などを充実し、市町保健センターでの活動の質の向

上を図る。（県・市町） 
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８　衛生研究所 
衛生研究所は、地域保健対策を効果的に推進する科学的かつ技術的中核機関として、調査研

究、試験検査、研修指導及び公衆衛生情報等の収集・解析・提供を行っている。健康危機管理

をはじめ、複雑化、多様化する県民の健康課題に迅速かつ的確に対応できるよう、衛生研究所

の機能強化を図る。

現　　状

課　　題

(1)　県では、健康、環境に関する問題が複雑・多様化する中、県民の安全・安心を支える機能

を充実強化するため、平成14年度に県衛生研究所と県公害研究所を県健康環境科学研究セン

ターとして組織統合した。県健康環境科学研究センターは、安全で安心な県民生活の実現に

寄与するため、健康と環境に関する科学的かつ技術的な調査研究および試験検査等を総合的

に行うことを使命としている。

　　また、感染症の発生や大規模災害発生の際の防疫等体制への支援や科学的資料の提供、危

機対応の訓練、平時からの衛生研究所間の連携体制構築等を行うなど広域的な連携をし、不

測の健康危機への準備と迅速な対応に取り組んでいる。

(2)　県内では、県健康環境科学研究センターの他、神戸市環境保健研究所、尼崎市立衛生研究

所、姫路市環境衛生研究所が設置されている。

(3)　衛生研究所としての具体的業務は、疾病予防、環境保健、食品、薬品、化学物質等に関す

る調査研究や微生物、水、食品、薬品等に関する試験検査、また、地域保健関係者の人材育

成及び資質の向上を目的とした研修指導業務等である。

(4)　県健康環境科学研究センターについては、県健康環境科学研究センターあり方検討委員会

の提言が示され、「健康・環境面での科学的・技術的根拠の提供」をミッションとして、①

健康・環境危機管理対応能力の充実、②試験分析法開発のトップランナーとして全国をリー

ド、③研究マネジメント機能の強化と研究成果の実用化を目指した異分野との連携強化、④

県民の信頼を得るための科学的・技術的情報の提供、⑤若者に健康・環境科学への感動を与

える拠点、という目標が示された。これらの提言を踏まえ、平成18年３月に「県立試験研究

機関・第２期中期事業計画」を策定した。 

(1)　県民の健康に対する意識が高まり、科学的データの公表等に対する期待が大きくなってい

る。

(2)　ウエストナイル熱、SARS等の新興感染症危機やアスベストによる被害等、健康危機への

対応能力の強化が求められている。

(3)　食品衛生法改正に伴うポジティブリスト制度の導入を始めとした法改正等に即応する高度

な試験分析手法の開発が求められている。

(4)　国民の健康志向、安全性の意識向上により、食品分析分野等において、民間の試験分析機

関が充実してきていることから、適切な役割分担を行う必要がある。 

推進方策

(1)　県健康福祉事務所及び市保健所では対応不可能な新興感染症や食中毒、アスベスト等に対

する迅速正確な検査を始め、食品中の残留農薬試験や健康食品、飲料水の分析など高度な試

験分析等検査分析機能の強化を図る。（県、衛生研究所設置市）
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(2)　新興感染症や食中毒、アスベスト等に対する迅速正確な検査同定のための新手法や高度な

試験分析法の開発、新規有害化学物質や不法投棄などに対応できる分析能力向上のための研

究に取り組む。（県、衛生研究所設置市）

(3)　平成18年３月に策定された「県立試験研究機関・第２期中期事業計画」の推進を図る。（県）

(4)　県民講座、広報誌の発行、ホームページの充実等により、健康にかかる県民生活の安全・

安心に対して支援・還元する。（県） 
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第４節　保健医療従事者の確保 

１　医師 

(1)　医師を取り巻く状況

保健医療従事者数は、介護保険制度の導入など人口の高齢化への対応等により、需要の増加

はあるものの、全体としては充足の方向にある。しかし、医師に関しては、地域別及び診療科

別の偏在が全国的に深刻な問題となっている。

また、医学や医療技術の進歩による医療の高度専門化などの専門性の向上とともに、保健医

療福祉の連携が進む中で、保健医療業務が個々の現場に限定されず、相互に関連する幅広い分

野に広がっていることから、総合性の涵養、多様な分野に対応できる人材の確保が必要になっ

ている。

現　　状

①　本県に従業地を有する医師は、平成12年末の10,879人から平成 18年末には11,953人と増加

しているが、人口10万対では213.8で全国値の217.5を下回っている。このうち医療施設の従

事者についても、平成12年末の10,410人から平成18年末には11,371人と増加している。 

 (2)　地域偏在・診療科偏在 

①　人口10万対医師数を圏域別で見ると、神戸圏域・阪神南圏域では全県値を上回り、その

他の圏域では全県値を下回っている。

②　医療施設に従事する医師数を主たる診療科目別構成比で見ると､内科医が全体の27.2％を

占め、次いで外科医9.6％、整形外科医7.9％､小児科医5.7％の順となっている。

③　平成18年度の医療法に基づく立入調査の結果では、自治体病院のうち、但馬地域の5病院

で計4.3名の医師不足が指摘されている。

④　兵庫県自治体病院開設者協議会が平成17年10月にへき地を含む県下自治体病院を対象に

行ったアンケート調査では、内科医をはじめとする医師不足があり、病院の中には小児

科、産婦人科を中心にやむを得ず休診したり、非常勤医師での対応を余儀なくされている

病院もあると報告されている。 

②　医師としての人格をかん養し、プライマリ・ケアの基本的な診療能力の習得を基本理念

とする新医師臨床研修制度が平成16年度から必修化されたが、県内の臨床研修病院は単独

型7病院、管理型47病院である。

③　医療施設に従事する医師の平均年齢は48.9歳で、全国平均48.1歳を上回っている。全国的

には診療所の開設者は年齢が高く、病院勤務者は年齢が低い傾向が見られる。

④　病院の開設者・勤務者等が過去4年間で6.4%増加しているのに対し、診療所の開設者・勤

務者等は5.1％増加している。 
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課　　題

(1)　医師不足の一因は、県内医科系大学の入学定員が2大学200人と人口に比して少なく、臨床

研修医も300名程度に止まっているなど、医師養成数が弱いことにある。

　　また、女性医師の増加や開業医指向の高まり、医療の高度化・専門分化が進む中、新医師

臨床研修制度の創設を契機として、勤務医の不足や診療科、地域における医師の偏在が顕在

化し、自治体病院の使命である地域医療の確保に支障が生じている。

(2)　へき地の医療機関や小児科、産婦人科、放射線科、麻酔科、病理及び救急等の診療科・診

療分野では、特に勤務医不足が顕著で医療の継続が困難になりつつある。

(3)　かかりつけ医を中心とした地域医療提供体制の整備を図る上で、プライマリ・ケアを専門

的に担う医師の役割が高まっている。また、400床規模の病院では専門分化が進み患者のニー

ズを包括的に対応できる医師の役割が求められており、それら役割の評価と確保及び地域で

の支援体制の確立が課題となっている。さらに、各種研修の実施など生涯教育の推進によ

り、全人的な資質の向上を図っていく必要がある。 

推進方策

(3)　国の動向 

① 医師の需給については、平成18年7月の国の「医師の需給に関する検討会報告書」では、

平成34年には医師の需要と供給が均衡し、マクロ的には必要な医師数は供給されるとの見

通しが示されているが、一方で医師の偏在による特定の地域や診療科における医師不足が

依然深刻な課題となっている。

②　国では関係省庁（厚生労働省、総務省、文部科学省）による連絡会議を設置し、平成17

年8月に具体的な医師確保方策を検討する場として都道府県が中心となった医療対策協議会

の設置や自治体病院の再編・ネットワーク化の推進等の「医師確保総合対策」が取りまと

められた。

③　平成18年８月には「新医師確保総合対策」が取りまとめられ、医学部における地域枠の

拡充や医師不足県における医師養成数の暫定的調整を容認する等の緊急対策が打ち出され

るとともに、平成19年５月に取りまとめられた「緊急医師確保対策」では、医師不足地域

に対する国レベルでの緊急臨時的医師派遣システムの構築などの緊急対策が打ち出され

た。 

(1)　医師不足への対応 

①　医療資源を有効に活用するため、医療機関の役割分担の明確化と連携の強化を一層推進

していく。（県、市町、医師会、大学、医療機関等）

②　医師の確保に当たっては、卒後の臨床研修や後期研修の動向も見極め、関係機関と連携

を図りながら必要な対応を検討し、実施する。（県、大学、医療機関）

③ 平成18年８月に設置した医療確保対策推進本部のもと、市町、郡市区医師会、病院関係者

等により構成される地域医療確保対策圏域会議を活用し、各圏域の特性に応じた医療提供

体制の検討及び圏域内調整を引き続き実施していく。（県、市町、医師会、医療機関等）

(2)　県内勤務医師の量的確保対策

①　県医師会が設置したドクターバンクへの支援を通じ、医師不足地域等での勤務が可能な

医師と医師確保が困難な医療機関のマッチングを行う。（県、市町、医師会、医療機関

等）

②　臨床研修病院協議会を活用し、病院間の連携による研修内容の充実等を図り、県内臨床

研修病院の魅力を高め、臨床研修医を確保する。（県、市町、医療機関等） 
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(3)　地域偏在・診療科偏在対策

①　医師の地域偏在や特定診療科における勤務医不足の現状や原因、医療提供体制の現状等

を把握するため、医療確保対策推進圏域本部を通じて、各圏域内の医療機関等の情報収集

に努める。（県）

②　これらの情報も踏まえ、地域医療対策部会及び地域医療確保対策圏域会議において、特

定の地域や診療科の偏在の解消に向けた医師の確保のための方策や、医療資源の有効活用

を図るための医療機能の集約化・重点化等について検討し、その結果に基づき対応する。

（県、市町、医師会、大学、医療機関等）

③　へき地等における医師確保を図るため、県職員として採用した医師を一定期間へき地に

派遣する。（県、市町、大学、医療機関等）

④　県医師会に設置した女性医師再就業支援センターにおいて、結婚・出産等により離・退

職した女性医師等を対象とした研修を実施するとともに、産科、小児科など特定診療科の

後期研修医を県職員として採用し、地域の医療機関へ派遣する。（県、市町、医師会、医

療機関等）

⑤　今後深刻化することが見込まれる麻酔医・外科医・病理医の不足に対応するため、外科

手術を実施する病院におけるそれらの医師確保のあり方について検討を行う。（県）

⑥　勤務形態の工夫や病院内保育所の設置など、医師が働きやすい環境の整備を進める。

（医療機関、関係団体、県） 

(4)　生涯教育の実施 

医師会、大学、国や県などの行政及び地域医療支援病院等の医療機関が連携して､体系的な

生涯教育としての従事者研修を実施する。(医師会、国、県、大学、医療機関等) 第
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２　歯科医師

現　　状

課　　題

推進方策

(1)　本県に従業地を有する歯科医師は、平成12年末の3,392人から平成18年末には3,708人と増加

しているが、人口10万対では66.3で全国値の76.1を下回っている。また、医療施設従事者のう

ち、診療所で従事する歯科医師の占める割合は98.1％で、全国の97.3％に比べて高い。

(2)　人口10万対歯科医師数及び歯科診療所数を圏域別で見ると、神戸圏域・阪神南圏域・淡路

圏域では全県値を上回っているが、その他の圏域では全県値を下回っている。

(3)　医療施設に従事する歯科医師の平均年齢は、49.7歳で、全国平均47.9歳を上回っている。 

(4)　本県の診療科別歯科医師数（重複計上）の構成比をみると、歯科が93.4％と最も多い。そ

の他の診療科は小児歯科39.2％、矯正歯科21.5％、歯科口腔外科20.3％となっているが、こう

した特殊診療科は増加傾向にある。

(5)　歯科医師としての人格をかん養し、総合的な歯科診療能力を身につけることにより、歯科

医師としての資質の向上を図ることを目的とした歯科医師臨床研修が平成18年度から必修化

されたが、県内の歯科の臨床研修病院は５病院であり、複合研修方式の従たる施設としては

19診療所がある。

(6)　平成18年８月に文部科学大臣と厚生労働大臣による歯科医師の養成数の削減等に関する確

認書が示された。

(7)　平成18年12月に「今後の歯科保健医療と歯科医師の資質向上等に関する検討会」中間報告

書が取りまとめられ、生涯研修の充実と併せて、今後の歯科保健医療を担う新規参入歯科医

師を対象とした資質向上のための考え方等が示された。 

(1)　地域間では就業者数に偏在がみられることから、地域の実情に応じて必要な歯科医師の確

保に努める必要がある。

(2)　歯科保健医療に対するニーズの多様化に対応して、患者のライフステージに応じ、心身の

特徴を踏まえた歯科治療と口腔の継続管理等を行うかかりつけ歯科医の普及・定着、要介護

者等に対する口腔衛生の一層の改善が必要となっている。 

(1)　卒後臨床研修の必修化や研修内容の充実に向けた動きを踏まえ、臨床研修実施病院等と協

力し、臨床研修の充実を図る。（県、保健所設置市、歯科医療機関）

(2)　歯科医師会、大学、国や県などの行政及び医療機関が連携して、体系的な生涯教育として

の従事者研修を実施する。（ 国、県、歯科医師会、大学、歯科医療機関等）
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３ 薬剤師 

現　　状

(1)　本県に従業地を有する薬剤師は、平成６年末8,595人、平成10年末10,250人、平成14年末

11,351人、平成16年末11,803人から平成18年末12,458人と増加し、人口10万対では222.9（兵庫

県薬務課調）で、全国値の197.6と比較して高い値となっている。

　　薬局・医療施設の薬剤師数の動向をみると、薬局では大きく増加しているが、病院・診療

所では横這いの状況である。

　　また、圏域別にみると、神戸及び阪神南圏域では多く、但馬圏域では少なく地域格差がみ

られる。

(2)　薬剤師は、病院・診療所においては、医療法に基づく員数規定が平成10年末に改定された

こと等により、需要のピークは過ぎたものとみられるが、薬局においては、近年の医薬分業

の急激な進展等から、必要薬剤師数は年毎に増加しており、医薬品一般販売業を含めた薬剤

師不足は依然として続いている。

　　未就業薬剤師数からみると、平成10年末の1,329人から平成18年末では916人と減少してお

り、雇用の促進が進んでいる。

(3)　平成18年度からの薬学教育６年制に伴い、薬剤師養成のための指導薬剤師の育成や、４年

制卒薬剤師の資質向上を図る必要がある。

(4)　薬剤師が患者、医師から信頼され、地域の医薬品の専門家となるため、最適な薬物療法、

適切な服薬指導、医薬品の副作用情報等に関する講習会や生涯教育研修会を開催している。

（県、県薬剤師会） 

注）各圏域の数値は、平成18年末の薬剤師数を平成19年１月１日現在の人口で除したものである。（兵庫県薬務課調）

　　全県及び神戸圏域の数値は、「平成18年医師、歯科医師、薬剤師調査（厚生労働省）」による。
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課　　題

(1)　医薬分業の推進とかかりつけ薬局の定着に伴い、患者の薬剤管理や服薬指導を徹底するた

め、薬剤師に対する教育研修の充実が必要である。

(2)　薬学教育６年制に伴い、新たに導入される長期実務実習の受入体制を整備するとともに、

４年制卒薬剤師に対する研修機会の確保を図る必要がある。 

推進方策

(1)　兵庫県薬剤師会と連携し、管理薬剤師等に対する研修会等を年1回以上開催する。（県、薬

剤師会）

(2)　病院や薬局における長期実務実習を円滑に受け入れられるよう、関係団体と連携し体制整

備を図る。（県、薬剤師会）

(3)　現行４年制卒薬剤師の知識・経験の向上のための研修や生涯教育の充実に加え、認定薬剤

師の養成を図る。（県、薬剤師会等）
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４　看護職員 

現　　状

現　　状

平成18年末現在、兵庫県の看護職員就業者数は、50,650人（保健師1,236人、助産師979人、看

護師34,547人、准看護師13,888人）である。平成17年度に策定した「看護職員需給見通し」で

は、平成22年末には約56,300人でほぼ需給が均衡すると見込まれている。

養成状況では、平成19年４月現在、県内の保健師、助産師、看護師及び准看護師学校養成所

（以下「看護師等学校養成所」という。）は45校49課程あり、１学年定員は2,700人である。

(1)　平成18年末現在、兵庫県の保健師就業者数は1,236人で、そのうち、行政に就業するものは

1,027人（県205人、市町822人）となっている。行政以外では、病院・診療所、事業所、介護

保険施設、社会福祉施設等に就業している。

(2)　行政の保健師が従事する領域は拡大され、市町では、介護保険、国民健康保険、福祉分

野、地域包括支援センター等分散配置が進んでいることから、平成18年度「市町村保健活動

の再構築に関する検討会報告書」において、保健師配置のあり方や人材育成等効果的な保健

活動体制と推進方策が示された。

(3)　圏域毎に、健康福祉事務所が中心となり連絡会・研修会を開催し、県・市町・事業所保健

師の連携を図っている。

課　　題

(1)　県及び市町の保健師は地域の健康課題を明らかにし、住民の健康づくりを支援する重要な

役割を果たせるよう、計画的かつ継続的な人員の確保と適正配置に努める必要がある。

(2)　市町は医療制度改革に伴う生活習慣病予防対策を効果的に推進し、多様化した対人サービ

スや健康課題に対応するため、市町保健活動の再構築を図ることが必要である。

(3)　県保健師は、住民ニーズや新たな課題に対応した、危機管理をはじめ専門的、広域的業務

や先駆的事業を実施し、また医療制度改革に伴う生活習慣病対策等、市町支援を行うため

に、資質向上を図る必要がある。

(4)　医療制度改革を踏まえた新たな健診・保健指導等生活習慣病対策の実施にあたり保険者や

健診・保健指導機関における保健師の需要が増加することが予測される。これらに従事する

保健師の資質向上を図る必要がある。 

（1）保健師 
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推進方策

(1)　市町は、保健関連業務に従事する保健師の人材確保に努めるとともに、総括保健師の配

置、組織横断的な取り組みの推進を図る。（市町）

(2)　県は、市町毎の健康指標や保健活動の実績等の情報提供等により、市町における保健師の

確保について支援する。（県）

(3)　保健師の人材育成を図るため研修を実施する。 

目　　標

県民の健康福祉の維持向上及び県の保健水準を向上させるために必要な保健師を確保する。

①　県・市町の保健師に体系的に研修を実施し、国レベルの研修への派遣を行う。（県）

②　県健康福祉事務所は、日常の業務を通じての現任教育を実施するとともに、圏域におい

て市町・事業所等も含めた研修を企画、実施する。（県）

③　県保健師は広域的、専門的、先駆的保健活動の実施、保健、医療、福祉の包括的システ

ムの構築、各種保健計画策定への参画を行う等の企画調整能力の向上を図る。（県）

④　市町における教育体制を整備し、県健康福祉事務所は、求めに応じて市町保健師への現

任教育を行う。（県、市町）

⑤　保健師の技術の向上を図るため研修方法を工夫し、各領域のニーズに応じた研修会を企

画、実施する。（県・市町・看護協会・医療保険者・関係団体） 

現　　状

(1)　平成18年末現在、兵庫県の助産師就業者数は979人であり、その推移は横ばい状態である。

就業場所別推移をみると、助産所、病院とも減少傾向にあり、診療所の就業者数は増加傾向

にある。

　　また、圏域別の人口10万対就業者数をみると、全県では17.5であり、これに比して最も多

いのは神戸圏域、但馬圏域、次いで丹波圏域の順であり、最も少ないのは西播磨圏域、次い

で北播磨圏域、東播磨圏域の順である。 

(2)　平成19年４月現在、助産師養成所での養成が20人、大学助産学専攻科での養成が15人であ

るほか、助産師選択制度を採用している大学が２か所ある。 

課　　題

(1)　周産期における医療安全に対する体制整備及び分娩の安全性、快適性を図るために必要な

助産師の確保が必要である。

(2)　産科医師不足の状況のもと、産科医師の負担を軽減するための保健指導、健診、分娩介助

を業務とする助産師の活用促進を図る必要がある。

(3)　医療法改正に伴う分娩を取り扱う助産所の嘱託医師及び嘱託医療機関を確保する必要がある。 

（2）助産師 
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推進方策

(1)　産科診療所等における助産師確保のための事業及び支援を行う。（県）

(2)　院内助産所、助産師外来を設置しようとする産科病院及び産科診療所に対し、体制整備に

必要な経費の一部を補助し、院内助産所、助産師外来の設置を促進する。（県）

目　　標

平成22年度までに必要な助産師数を確保する。

現　　状

(1)　平成18年末現在、兵庫県の看護師・准看護師就業数は43,435人であり、その推移は増加傾

向にある。就業場所別推移においても、病院、診療所、その他（介護保険施設等）ともに増

加傾向にある。

　　また、人口10万対看護師・准看護師就業数は、全県で865.5であり、圏域別にみると、最も

多いのは淡路圏域、次いで但馬圏域、北播磨圏域の順であり、最も少ないのは阪神南圏域、

次いで阪神北圏域、東播磨圏域の順である。 

(2)　平成19年４月現在、看護師・准看護師の養成数は、2,665人であり、その内訳は、大学835

人・短大３年課程70人・短大２年課程通信制350人、看護師養成所1,035人（３年課程720人、

２年課程315人）、高等学校５年一貫看護師養成課程80人、准看護師養成所295人である。

(3)　医療の高度化や在院日数の短縮化などに伴い、看護業務の密度が高まる中、看護師等学校

養成所卒業時の能力と現場で求められる能力の差は、従来より大きくなってきている。

　　また、新人看護職員の離職要因として医療事故への不安があがっており、医療事故防止対

策を強化する必要がある。

　　さらに、日本看護協会調査によると、Ｈ17年新卒常勤看護職員離職率は兵庫県9.9％、全国

9.3%である。 

（3）看護師・准看護師 

課　　題

(1)　平成17年に策定した「看護職員需給見通し」による供給数（平成22年末約56,300人）を確

保するため、離職防止対策と再就業促進対策を強化する必要がある。

(2)　医療の高度化・専門化、在宅支援機能の強化及び災害時の体制整備が求められている中、

看護基礎教育の充実や看護職員への継続した教育が必要である。

(3)　医療安全の確保を図るため、看護職員の資質の向上を図る必要がある。 

推進方策

(1)　院内保育所の設置・運営や看護職員の宿舎施設整備を支援し、離職防止を図る。（県）

(2)　未就業の看護職員に対する就業斡旋を行うと共に、病院実習において知識や技術の習得支

援を行うなど、再就業への促進を図る。（県、関係団体）

助産師数 1,000人（2005） →  1,100人（2010） 
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(3)　看護師等学校養成所における看護基礎教育のカリキュラム改正や養成所運営費等への支

援、専任教員や医療機関等の実習指導者に対する講習会を開催し、看護基礎教育の質の向上

を図る。（県・関係団体）

(4)　医療の高度化・専門化、在宅支援機能の強化及び災害や救急医療などに対応できるよう、

看護職員への研修を実施し、資質の向上を図る。（県、関係団体・医療機関）

(5)　医療安全の確保及び、離職防止のため、新人等の看護職員に対する研修を実施する。

（県、関係団体・医療機関） 

目　　標

平成22年度までに必要な看護職員数を確保する。

＊ 保健師・助産師を含む 

看護職員数*  54,000人（2005） → 56,300人（2010）
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５ 理学療法士・作業療法士・言語聴覚士 

現　　状

(1)　県内に就業している理学療法士は平成11年度の888人から平成19年度には1,913人に、作業

療法士は平成11年度の362人から平成19年度には951人へと増加している。平成17年病院報告

では、本県の病院に従事している理学療法士数は1,141人、人口10万対で見ると20.4で全国値

22.3を下回っている。また、作業療法士数は547人、人口10万対では9.8で全国値13.3を下回っ

ている。

(2)　昨今、県民のＱＯＬの向上を求める需要が高まっており、精神保健医療においても社会復

帰や能力の維持、回復のための多様な試みが行われていることから、リハビリテーションの

需要が増加し、理学療法士や作業療法士の活動の場が大きく広がっている。一方、供給につ

いては全国的に養成校が急増しており、本県の養成施設の定員は、平成19年４月現在、理学

療法士480人、作業療法士320人となっており、平成12年４月の理学療法士60人、作業療法士

60人と比べて、いずれも大幅に増加している。

(3)　脳卒中等による言語機能障害や先天性難聴等の聴覚障害を有する者等に対するリハビリ

テーションについては、人口の高齢化、疾病構造の変化等に伴い、その必要性、重要性が高

まってきている。これらのリハビリテーションの推進を図るため、平成10年９月から「言語

聴覚士法」が施行され、音声機能、言語機能及び聴覚に関するリハビリテーションを行う専

門職として言語聴覚士の資格が制定された。本県における言語聴覚士の養成施設の定員は、

平成19年４月現在130人となっている。また、平成17年10月現在、全国の病院における言語聴

覚士の従事者数は5,197人、このうち本県の病院における従事者数は211人となっている。 

課　　題

(1)　県民に良質なリハビリテーションを提供するには、理学療法士、作業療法士及び言語聴覚

士（以下「理学療法士等」という）の資質向上を図るとともに、生活環境も含めて患者を理

解し、信頼関係を深めるための教育、研修の充実が必要である。

(2)　養成校の急増に伴い、必要な教員、実習施設の確保が困難な状況もあることから、養成教

育の充実が課題となっている。 

推進方策

養成施設、関係団体、関係医療機関等が協力して、養成施設の教育体制の充実を図るととも

に、卒後の実務年数、業務内容に応じた研修体系の整備を促進する。また、理学療法士、作業

療法士等として円滑に業務に従事することを支援するため、関係団体等とも協力し、新任者を

対象とした研修の実施を促進する。（養成機関、関係団体、医療機関）
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６　精神保健福祉士 

現　　状

精神保健福祉士は、精神保健福祉士法に基づき、精神障害者の保健及び福祉に関する専門的

知識及び技術をもって、精神科医療機関や精神障害者社会復帰施設等において相談に応じ、助

言、指導、日常生活への適応のために必要な訓練その他の援助を行うこととされており、平成

10年に国家資格化された。

県内の精神保健福祉士登録者数は、平成19年8月末現在で1,520名となっており、精神科医療

機関、精神障害者社会復帰施設、小規模作業所、保健所、精神保健福祉センター等に配置され

ている。

課　　題

(1)　国家資格化以降、有資格者は大幅に増加しているが、より上質な支援を行うために、資質

の向上を図る必要がある。

(2)　平成17年改正の精神保健福祉法の規定により、精神保健福祉相談員を市町に置くことがで

きることとなった。これに伴い、精神保健福祉士有資格者を精神保健福祉相談員として市町

に配置するよう推進する必要がある。 

(1)　関係団体、関係機関等と連携し、県が実施する研修等への参加を積極的に呼びかけるとと

もに、関係団体が行う研修等への側面的支援を行い、技術的研鑽の機会を確保する。（県、

市町、医療保健福祉関係機関、関係団体等）

(2)　市町窓口への精神保健福祉士の配置について市町に働きかけを行う。（県、市町、関係団

体等） 

推進方策
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７　管理栄養士・栄養士  

現　　状

(1)　本県の病院における栄養業務従事者総数（平成19年5月現在）は885人であり、その内訳

は、管理栄養士682人、栄養士203人である。

　　一方、市町における栄養業務従事者数は、平成19年7月現在、政令市等4市39人、それ以外

の34市町69人である。

(2)　保健所設置市を除く市町における管理栄養士・栄養士の配置率は91.9％であり、全国平均

67.3％（平成17年7月現在）を上回っている。（政令市等を含めた配置率は92.7％）

課　　題

(1)　管理栄養士・栄養士の未配置市町に対して、配置促進に向けての働きかけを続けていく必

要がある。

(2)　市町合併により広域化した市町も多く、管理栄養士・栄養士を配置している市町について

も、住民に十分な事業実施を行うため、複数配置を促進する必要がある。

(3)　市町における地域栄養改善事業が円滑かつ効果的に実施できるよう、研修事業、調整会議

を今後も推進する必要がある。 

(1)　確保対策

　　各市町において、人材確保、資質向上のための必要な方策を盛り込んだ健康日本21市町計

画（市町健康増進計画）を策定し、人材の確保に努める。（市町）

(2)　資質向上対策

　　市町の管理栄養士・栄養士の資質向上を図り、市町栄養改善業務の強化・推進を図る。

①　県は、市町が実施する職員研修の企画立案に対する助言指導及び講師等の支援を行う。

（県）

②　市町の管理栄養士・栄養士を対象として、県及び国の栄養行政についての理解、共通認

識を図るための県単位研修会を実施する。（県）

③　地域特性や住民ニーズに即した食生活改善活動を円滑かつ効果的に実施できるよう、圏

域単位研修会を実施する。（県）

④　地域食生活改善活動推進のため、市町栄養士及び地域活動栄養士等を対象に、より地域

に応じた具体的な栄養指導技術向上のための研修会を実施する。（県）

(3)　病院における栄養指導、給食管理業務の向上を図る。

(4)　地域において、市町栄養改善対策や病院・介護保険施設等の栄養指導及び食事提供の充実

が図れるよう、県健康福祉事務所管理栄養士を対象とした資質向上研修を実施する。 

推進方策

目　　標

すべての市町に管理栄養士・栄養士を配置することをめざし、地域栄養改善活動の一層の推

進を図る。 

管理栄養士・栄養士を配置している市町の割合 100％（2010年）
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課　　題

(1)　本県の歯科衛生士の就業が全国に比べて相当少ないため、就業の促進を図る必要がある。 

(2)　市町は、歯科保健に関する事業が円滑かつ適切に実施できるよう、必要に応じて歯科衛生

士の確保に努める必要がある。

(3)　高齢社会に直面し、歯科疾患予防あるいは口腔機能の保持増進の重要性が増加するととも

に、今後さらに多様化する歯科保健医療のニーズに対応するため、予防と治療が一体となっ

た歯科保健医療や、生涯を通じた歯や口の健康づくりに対応できる歯科衛生士の養成や、資

質の向上が必要である。 

(1)　本県の業務従事者届出による平成18年末の歯科衛生士の就業数は3,488人であり、平成10年

末の2,128人から大幅に増加している。就業場所別割合では、平成18年末では病院が 4.4％、診

療所が93.0％となっている。

　　歯科医療機関において歯科衛生士が歯科医師とのチームワークにより業務に従事する形態

が一般的な歯科医療サービスの供給体制となっている。

　　全国との比較では、本県の１診療所あたりの歯科衛生士数は1.07人、人口10万対の診療所

就業数は62.4人となっており、全国値（歯科衛生士数1.11人、人口10万対68.0人）と比べて少

なくなっている。

(2)　県及び保健所設置市で歯科保健業務に従事している歯科衛生士は平成18年末で28人、ま

た、保健所設置市以外市町村では23人が配置されている。

(3)　県内の養成機関は県立総合衛生学院、兵庫歯科学院専門学校、(財)尼崎口腔衛生センター附

属尼崎歯科専門学校、姫路歯科衛生専門学校の４校あり、養成定員は200人である。また、平

成20年４月には神戸常盤大学短期大学部口腔保健学科（入学定員70人）が開校予定である。

(4)　高齢化の進展、医療の高度化・専門化等の環境の変化に伴い、歯科衛生士の資質の向上を

図るため、平成17年４月１日より歯科衛生士学校養成所の修業年限が２年から３年に延長さ

れた。移行期間である平成22年３月31日までに県内すべての学校養成所が３年課程へ移行す

る予定である。 

(1)　市町は、歯科保健事業を円滑かつ適切に実施できるように関係団体等と連携を図りなが

ら、歯科衛生士の確保及び計画的配置の促進に努める。（市町）

(2)　養成教育の充実を促進し、安定的な供給を図る。（養成機関）

(3)　県では、学校養成所の修業年限の改正に伴い必要となる設備整備費に関して、養成所に対

して補助金を交付している。（県）

推進方策

地域の歯科保健医療の充実を図るため、歯科医療機関及び市町における歯科衛生士の就業を

促進する。 

目　　標

歯科医療機関（診療所）における歯科衛生士の就業率を全国並にする。（2010）

８　歯科衛生士 

現　　状
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９　音楽療法士・園芸療法士 

(1)　音楽療法・園芸療法の現状 

現　　状

音楽療法と園芸療法は、心や体に病や障害を持った方々等を対象に、心身の障害の軽減・

回復、機能の維持・改善、生活の質の向上を目指して、音楽や園芸作業を意図的、計画的に

活用して行われる治療技法である。アメリカなど先進諸外国では、既に医療福祉現場におけ

るケアの一つとして社会的に認知され、普及が図られているが、日本ではまだ国家資格、医

療保険の適用など、社会制度上の位置付けがない。

本県では、震災の経験を踏まえ、先導的に音楽療法士、園芸療法士の養成、認定を行って

おり、養成された療法士は、保健・医療・福祉現場などにおいて活動を展開している。全国

的にみても、音楽療法は大きな広がりをみせ、高齢社会においての代替医療として音楽療法

を実施するという動きもみられる。園芸療法においても、植物が持つ“人を癒す力”をもっ

と活用しようとする動きが、リハビリ系の病院や、高齢者・障害者施設を中心に広がりを見

せている。

(2)　兵庫県の音楽療法士養成の取り組み

①　平成11年度から、音楽療法講座を開設し、音楽療法士を養成している。講座修了後、所

定の実践経験を積んだ者を対象に審査を行い、兵庫県音楽療法士の認定を行っている。平

成13年度からこれまでに200名が認定されている。

 (3)　兵庫県の園芸療法士養成の取り組み  

①　平成14年度から淡路景観園芸学校に園芸療法課程を開設し、園芸療法士を養成してい

る。課程修了者に「兵庫県園芸療法士」の認定を行っている。これまでに77名が認定され

ている。

②　音楽療法の普及を図るため、平成18年度から、兵庫県音楽療法士会を通じて、医療・福

祉施設等のニーズに音楽療法士を的確にマッチングさせるとともに、施設等に対し音楽療

法の実施経費の一部を補助する「音楽療法導入促進事業」を実施し、18年度は137施設、19

年度は126施設が助成を受けた。19年4月現在、兵庫県音楽療法士は、412施設で活動を行っ

ているが、音楽療法の実施が想定される高齢者施設・障害者（児）施設、病院などの県内

施設数の２割程度にとどまっている。

③　西播磨総合リハビリテーションセンター西播磨病院等において、音楽療法の効果検証に

取り組んでいる。

②　平成17年度に、県立明石西公園に園芸療法ガーデンを整備し、兵庫県園芸療法士による

園芸療法の実践的なプログラムを、園芸療法を必要とする対象者や県民に提供している。 

③　園芸療法の普及を図るため、平成18年度から兵庫県園芸療法士が医療・福祉施設に出向

いて園芸療法プログラムを実施し、その経費の一部を補助する「園芸療法導入促進事業」

を開始し、18年度は県内10施設で54回実施、延べ362名のクライアントに対し、延べ72人の

兵庫県園芸療法士が関わった。平成19年度、県内12施設で109回実施、延べ712名のクライ
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　アントに対し、延べ136人の兵庫県園芸療法士が関わり（20年１月末現在）、さらなる園芸

療法の普及を図っている。

④　淡路景観園芸学校の生涯学習コースに園芸療法に関する講座を開設し、県民への普及を

図っている。

⑤　淡路景観園芸学校が、西播磨総合リハビリテーションセンター西播磨病院など医療機関

と連携して、園芸療法の効果の検証を進めている。

課　　題

(1)　高齢化の進展に伴い、音楽療法、園芸療法の果たす役割はますます大きくなることが期待

されることから、医療・福祉関係者の理解を深め、導入促進を図る必要がある。

(2)　技術水準の確保と健全な普及を図るため、効果に関する研究による科学的根拠の蓄積及

び、国内における統一的な認定制度の確立が必要である。 

目　　標

優れた人材を養成し、保健、医療、福祉の現場への導入促進及び定着化を図る。 

推進方策

①　引き続き音楽療法講座を実施し、「兵庫県音楽療法士」の養成、認定を行い、現任研修

の充実などにより兵庫県音楽療法士の資質向上を図る。（県、（財）ひょうご震災記念21世

紀研究機構）

②　引き続き、「音楽療法導入促進事業」を実施し、施設への導入促進を図る。（県、兵庫

県音楽療法士会）

③　音楽療法の活用事例集を作成し、医療・福祉関係者への正確な知識の普及を図る。

（県、兵庫県音楽療法士会）

④　音楽療法の効果の検証を医療・福祉施設等との連携のもとで進める。（県、兵庫県音楽

療法士会） 

(1)　音楽療法士の養成 

①　引き続き、兵庫県園芸療法士の養成、認定を行う。（県）

②　医療・福祉施設等のニーズに園芸療法士を的確にマッチングさせるとともに、施設等に

対し園芸療法の実施経費の一部を補助することにより、施設への導入促進を図る。（県、

兵庫県園芸療法士会）

③　国に対して国内の認定制度の確立と園芸療法の効果に関する研究への支援を提案してい

く。（県）

④　医療機関等と連携して園芸療法の効果の検証を進める。（県、医療機関等）

⑤　引き続き、県立淡路景観園芸学校の生涯学習コースに園芸療法に関する講座を開設し、

県民への普及を図る。（県） 

(2)　園芸療法士の養成 

・兵庫県音楽療法士の認定者数 200名（2007）→310名（2010）

・兵庫県園芸療法士の認定者数  77名（2007）→122名（2010）
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第５節　保健医療機関相互の役割分担と連携 

１　地域医療連携体制の構築 

大病院への患者の集中と長い待ち時間にみられるように、県民は必ずしも身近な医療機関に

かかっているとはいえず、また、本来高度な専門医療を担うべき医療機関がその機能を効率的

に果たせていない面がある。

このため、医療機関相互の役割分担を明確にし、連携を促進することにより、良質かつ適切

な医療を効率的に提供する体制を確保するとともに、県民の利便性の向上を図る。

現　　状

(1)　本県では、平成4年度から旧阪神・西播磨中部、淡路の各圏域で、平成14年度から西播磨、

但馬圏域で、さらに平成17年度から丹波地域で地域医療連携事業を展開してきた。これによ

り、かかりつけ医からの患者紹介については、前記の圏域を中心に、紹介様式の統一や、電

話・ファクシミリによる検査・手術・専門医療などの依頼が制度化されているほか、パソコ

ンを活用した紹介システムを構築する事例も見られる。また、高額医療機器や病床の共同利

用も行われており、これらの調整を行う地域医療連携室の整備も進められている。

　　開放型病床については県内で58病院が設置しているが、圏域によってその設置状況に大き

な差がある。 

○地域医療連携体制：

かかりつけ医（歯科医）だけでは対応できない患者を専門医等に円滑に紹介するととも

に、多様な診療機能を持つ医療機関相互の連携（診診、病診、病病連携）を図ることによ

り、特殊専門医療を除くほとんどの医療を２次保健医療圏域内（あるいは疾病・事業ごとの

圏域）で完結することをめざすシステムである。

こうした２次保健医療圏域内の医療連携の中心となる役割を担うものとして平成10年の医

療法改正により、地域医療支援病院の制度が創設された。地域医療支援病院は、紹介患者に

対する医療提供、医療機器などの共同利用の実施、地域の医療従事者の資質向上のための研

修の実施等を通じてかかりつけ医（歯科医）を支援するものと位置付けられている。
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課　　題

(2)　地域医療支援病院については、平成16年7月に条件が緩和されたものの、その承認に当た

り、患者紹介率が80％以上、若しくは患者紹介率が60％以上かつ逆紹介率が30%以上、若し

くは患者紹介率が40％以上かつ逆紹介率が60%以上であること、病床や高額医療機器等が共

同利用されること、救急医療を提供できることなどの要件が課されており、現在、県内には

地域医療支援病院として承認された病院は県立淡路病院及び神戸赤十字病院のみである。ま

た、全国的にみても平成18年8月時点で123病院にとどまっており、承認を受けた病院につい

ても、大半が医師会立病院及び公的病院という状況となっている。

(3)　医療法第５次改正を踏まえて平成19年３月30日に告示された「医療提供体制の確保に関す

る基本方針」により、４疾病５事業（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、救急医療、災

害医療、へき地医療、周産期医療、小児救急を含む小児医療）ごとの医療連携体制の構築を

図っていく方針が示された。

地域医療連携の実施状況は次表のとおりであるが、医師間での連携や一部の病院間での連携

にとどまっていることが多く、2次保健医療圏域全体でシステムとして取り組まれている例は少

ない。

また、地域医療支援病院は、かかりつけ医から紹介を受けた患者の受け皿として地域医療連

携の中心となる医療機関であるが、承認要件が厳しく、2次保健医療圏域ごとに確保することが

難しい状況である。 

推進方策

地域医療連携室の設置や開放型病床など診療機能のオープン化、パソコンを活用した地域

医療の情報化、地域連携クリティカルパスの導入等を推進する。

(1)　地域医療連携体制の整備推進

地域医療支援病院の指定を含め地域医療支援機能を持つ医療機関を各2次保健医療圏域に原

則として1か所確保し、同病院とかかりつけ医等、さらには専門診療、検査、入院に対応する

一般病院等のネットワークを形成する。

(2)　地域医療支援機能の確保

国が示す基本方針及び指針に基づき、４疾病５事業について、それぞれの医療連携体制の

構築を図る。（当計画の各項目において、それぞれの医療連携体制を記載する。）

(3)　疾病・事業ごとの医療連携体制の構築
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２　地域医療における病院相互の機能分担 
病院は、設置主体別に大きく区分すると、独立行政法人国立病院機構が設置する病院（旧国

立病院）、県・市町などが設置する公的病院、医療法人などが設置する民間病院及び大学に附

属する大学病院に分けられる。これらの病院が適切な相互の機能分担と連携を進め、県民への

良質な医療提供を効率的に行うことをめざす。

県内には、神戸大学医学部附属病院、兵庫医科大学病院、兵庫医科大学篠山病院があり、

神戸大学医学部附属病院及び兵庫医科大学病院は、医療法上の特定機能病院として指定され

ており、高度専門・特殊医療の提供に主導的な役割を担っている。

県内には、独立行政法人国立病院機構の神戸医療センター、姫路医療センター、兵庫中央

病院及び兵庫青野原病院の４病院があり、国の政策として担うべき医療（政策医療）を提供

する役割を担っている。

①　本県では、尼崎病院、塚口病院、西宮病院、加古川病院、淡路病院、柏原病院の６つの

総合型病院と光風病院、こども病院、がんセンター、姫路循環器病センター、粒子線医療

センター、災害医療センター（運営は日本赤十字社兵庫県支部）、総合リハビリテーショ

ンセンター中央病院（運営は社会福祉事業団）及び西播磨総合リハビリテーションセン

ター西播磨病院（運営は社会福祉事業団）の８つの専門病院を設置している。

②　県立病院は、

ア　がん医療、循環器疾患医療、周産期医療、リハビリテーション医療等のうち、民間医

療機関等では十分な対応が困難な高度専門・特殊医療の提供

イ　２次保健医療圏域における中核的医療機関として担うべき地域医療の提供

ウ　保健医療行政との密接な連携による政策医療の提供

エ　医師の育成や地域の医療従事者に対する教育・研修の実施

などの役割を担っている。

現　　状

(1)　大学病院 

(2)　独立行政法人国立病院機構 

(3)　県立病院

①　県内には、現在、市町立及びその組合が設置する公立病院が30病院、日本赤十字社、社

会福祉法人恩賜財団済生会が設置する病院が5病院ある。これらの病院は、４疾病（がん、

脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）５事業（救急医療、災害医療、へき地医療、周産期医

療、小児救急を含む小児医療）など多様な医療分野で、日常生活圏において通常必要とさ

れる入院医療及び専門医療を担う中核的な病院として大きな役割を果たしている。

②　医療提供体制の充実と経営基盤の強化を図るため、市町立病院間の広域連携を推進する

動きも見られる。 

(4)　市町立等の公的病院 

①　病院数で約８割、病床数で約7割と大半を占め、地域医療の根幹を支えている。

②　地域の医療需要に応じてそれぞれの病院が設立目的・理念に沿った医療を提供してお

り、公的病院との相互補完により地域医療に重要な役割を担っている。

③　個別の疾患に対し、専門医を配置し、高度な医療機能を有している専門病院も増加して

おり、地域医療提供体制の質的向上に貢献している。

(5)　民間病院 
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④　平成19年4月施行の医療法改正により、病院の開設主体である医療法人について、社会医

療法人制度が創設され、医療法人が開設する病院がへき地医療や小児救急医療など救急医

療等確保事業へ積極的に参加することが期待されている。

多くの公立病院（県立・市町立・一部組合立など）において、経営状況の悪化や医師不足

による診療体制の縮小など、近年の厳しい実態を踏まえ、「経済財政改革の基本方針（平成

19年6月19日閣議決定）」に基づき、経営効率化、再編・ネットワーク、経営形態の見直しを

柱とする改革が進められつつある。

(6)　公立病院改革の動き  

医療法上の特定機能病院として指定された神戸大学医学部附属病院及び兵庫医科大学病院

は、主導的に高度専門・特殊医療の提供を行う。

(1)　大学病院の機能充実

がん・循環器病などに対する高度先駆的医療、結核・難病など国立以外で対応が困難な医

療、危機管理、国際貢献、重要な医療政策の実践など国の政策として担うべき医療（政策医

療）を提供する。

(2)　独立行政法人国立病院機構の機能充実  

広域自治体として県下全体の医療水準の維持・向上を図り、県民の健康を確保するという

県の基本的責務を踏まえ、県民への良質かつ効率的な医療提供体制の整備を進めるため、

「病院構造改革推進方策」の見直し等を行い、病院構造改革を更に推進し、その役割に応じ

た医療を適切に提供できるよう、診療機能の高度化・効率化を図る。

(3)　県立病院の機能充実  

圏域内の２次医療を担う中核的な病院として、市町立等の公的病院の医療機能の充実と限

られた医療資源の効率的な活用の観点から、病院間の機能分担、再編・ネットワーク化を図

り、適切な医療機能の再編整備を進める。

(4)　市町立等公的病院の機能充実  

県民の医療需要に的確に応え、最良の医療を提供できる体制を確保するには、限られた医療

資源を有効に活用し、効果的・効率的な地域医療の供給システムを構築していくことが重要で

ある。このため、病院についてその性格に応じて果たすべき役割の方向性を整理し、各病院が

その有する機能を最大限に発揮できるよう整備を進めていくことが必要である。

課　　題

推進方策

公立病院（県立・市町立・一部組合立）は、国から平成19年12月に示された「公立病院改

革ガイドライン」に基づき、経営の効率化、再編・ネットワーク化、経営形態の見直しを行

うこととされている。再編・ネットワーク化に当たっては、当保健医療計画に記載した４疾

病５事業等の医療連携において求められる医療機能の確保に留意し県民への理解を求めつ

つ、検討を進める。

(5)　公立病院の再編・ネットワーク化（県、市町、一部事務組合）

公的病院と民間病院が担っている機能の特性を生かしつつ、病病連携、病診連携による機

能分担を基本に、個々の患者の病態に応じた良質な医療の提供ができるよう、各病院が医療

機能の一層の充実に努める。

(6)　民間病院の機能充実（医療機関） 
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　また、社会医療法人の開設する病院に救急医療等確保事業等へ積極的な参加を求め、良質

かつ適切な医療の効率的な提供を図る。
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公立病院改革ガイドライン（平成19年12月24日）の概要

第１　公立病院改革の必要性

○ 公立病院の役割は、地域に必要な医療のうち、採算性等の面から民間医療機関による提

供が困難な医療を提供すること

　（例えば①過疎地②救急等不採算部門③高度・先進④医師派遣拠点機能）

○　地域において真に必要な公立病院の持続可能な経営を目指し、経営を効率化

第２　公立病院改革プランの策定

○　地方公共団体は、平成20年度内に公立病院改革プランを策定

　（経営効率化は3年、再編・ネットワーク化、経営形態見直しは5年程度を標準）

○　当該病院の果たすべき役割及び一般会計負担の考え方を明記

○　経営の効率化

　・経営指標に係る数値目標を設定

　　１）財務の改善関係（経常収支比率、職員給与費比率、病床利用率など）

　　２）公立病院として提供すべき医療機能の確保関係 など

　・一般会計からの所定の繰出後、「経常黒字」が達成される水準を目途

　（地域に民間病院が立地している場合、「民間病院並の効率性」達成を目途）

　・病床利用率が過去3年連続して70％未満の病院は病床数等を抜本的見直し

○　再編・ネットワーク化

　・都道府県は、医療計画の改定と整合を確保しつつ、主体的に参画

　・二次医療圏等の単位での経営主体の統合を推進

　・医師派遣拠点機能整備推進。病院間の機能重複を避け、統合・再編含め検討

　・モデルパターンを提示

○　経営形態の見直し

　・人事・予算等に係る実質的権限、結果への評価・責任を経営責任者に一体化

　・選択肢として、地方公営企業法全部適用、地方独立行政法人化、指定管理者制度、民

間譲渡を提示

　・診療所化や老健施設、高齢者住宅事業等への転換なども含め、幅広く見直し

第３　公立病院改革プランの実施状況の点検・評価・公表

○　プランの実施状況を概ね年1回以上点検・評価・公表

○　学識経験者等の参加する委員会等に諮問し、評価の客観性を確保

○　遅くとも2年後の時点で、数値目標の達成が困難と認めるときは、プランを全面改定

○　総務省はプランの策定・実施状況を概ね年1回以上調査し、公表
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３　医薬分業の推進 
複数医療機関受診等による、重複投薬や薬剤の相互作用による副作用を未然に防止するとと

もに、服用薬剤についての適切な情報等を提供するため、より質の高い医薬分業である「かか

りつけ薬局」の推進を図り、県民医療の質の向上や医薬品の適正使用を推進する。

兵庫県の医薬分業率は、53.8％（平成18年度）であり、全国平均（55.8%）に近似である。ま

た、近畿各府県の中では最も高く、この傾向は、ここ数年間同様である。

なお、県では、平成９年度から５か年計画で２次保健医療圏域ごとに、地域の実情に応じた

医薬分業計画を策定した。さらに、平成15年４月には、県全体としての医薬分業の方向性など

を総括した を策定し、医薬分業の推進を図っている。

現　　状
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県民・患者にとってわかりやすい「重複投与などによる副作用の未然防止のチェック及

び服薬指導」や「服用薬剤に係る適切な情報提供」など医薬分業のメリットが実感できる

「かかりつけ薬局」の推進・定着など医薬分業の質的向上を図る必要がある。

課　　題

薬局が地域社会に密着した医療・保健・福祉全般にわたって貢献できる体制を確立する

ため、薬局では医療用医薬品、一般用医薬品の両方を取り扱うようにし、また、薬に関す

る全般的な相談を受けることのできるよう研修体制の充実を図り、在宅医療への参画など

地域社会に密着した「かかりつけ薬局」の育成に努める。（県、薬剤師会）

「かかりつけ薬局」や薬剤師職能を含めた医薬分業のメリットについて、行政機関、薬

剤師会等により、各種メディアを活用して普及啓発を県民に対して行う。（県、市町、薬

剤師会）

２次保健医療圏域別医薬分業計画を基に地域の実情医療機関の形態等を踏まえた上で、

地域ごとの薬局間の連携強化等による医薬品備蓄・供給体制の整備など、引き続き処方せ

ん応需体制の整備・充実を図る。（薬剤師会）

推進方策

(2) 効果的な普及啓発の実施 

(3) 薬局の処方せん応需体制の整備 

(1) かかりつけ薬局の育成 

目　　標

50％以上の医薬分業率を維持する。

第
５
章

保
健
医
療
提
供
体
制
の
基
盤
整
備
（
第
５
節
）

63



４　保健医療情報システム 

現　　状

保健医療機関相互の連携、県民への情報提供、個人の健康管理などに、情報技術を利用した

さまざまな情報システムを運用し、保健医療水準の向上を図るとともに、県民の主体的な健康

づくりや医療サービスの選択を支援する。 

現在、本県では次のような情報システムが稼働している。

(1)　保健医療機関の情報ネットワーク 

①　広域災害・救急医療情報システム

当システムは、救急医療に対応できる医療機関の診療機能（診療・手術の可否、空床の

有無など）を収集し、各消防本部等が検索して、救急患者の円滑な搬送と受入を図るもの

である。大規模な事故や事件等の中小規模災害時には、消防本部等からの通報により医療

機関が受入可能患者数を入力する緊急搬送要請モードに切り替わる。地震などの大規模災

害時に県内の救急医療機関の被災状況、受入可能患者数や医療スタッフの派遣可能数等の

情報を収集し、関係機関に提供する。

平成15年４月からはシステムをＷｅｂ化して、県民にも休日夜間急患センターなどの救

急医療機関情報を提供している。

　（ホームページアドレス：http://web.qq.pref.hyogo.jp/qq/qq28gnmenult.asp）

②　周産期医療情報システム

平成8年から広域災害・救急医療情報システムに周産期関連の項目を追加し、空床情報等

の検索を可能とした。さらに、平成18年６月には独立した周産期医療情報システムとし

て、総合周産期母子医療センター及び地域周産期母子医療センターの産科及びＮＩＣＵ

（新生児集中治療管理室）の空床の有無、緊急手術の可否などの応需情報を提供すること

としてシステムを再構築している。

③　保健医療等情報システム

厚生労働省が設置する情報システムＷＩＳＨをベースに、国、県、保健所設置市をオン

ラインで結び、保健医療に関する情報を収集、分析し、提供する。

主に次の内容が含まれている。

④　医療機関相互のネットワークシステム

民間病院を中心としたＢＢネットワークや医師会・歯科医師会・薬剤師会等の情報ネッ

トワークなど、医療機関相互の情報の共有を通じて連携システムの構築を目的とするネッ

トワークが県下各地で整備、運用されている。

⑤　在宅診療、遠隔医療のためのネットワーク 

養父市では、患者が自宅で測定した血圧や体温などの健康データを、ＣＡＴＶネット

ワークを通じてデータ蓄積用パソコンで集中管理し、必要に応じて医師の助言が得られる
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課　　題

(1)　地域保健の広域的、専門的拠点としての役割を担う県健康福祉事務所及び市保健所におい

て、保健、医療、福祉情報を迅速かつ効率的に収集・提供することのできるような仕組みづ

くりが必要である。

(2)　現在の保健医療に関する情報システムは、ごく一部を除いて、地域、主体、分野ごとに独

立したシステムとして運用されているが、利用者の利便性やシステムの効率性を考えると、

個人情報の保護に配慮しつつ情報システムを一元化、共用化することが望まれる。

(3)　近年におけるＩＴ（情報通信技術）はめざましく進歩しており、情報システムも高度化が

可能となっているが、それを使いこなす人材の確保が十分でない場合が見られる。

(4)　広域災害・救急医療情報システムについて、県民への情報提供内容、情報システムの周知

手法などについて検証を行う必要がある。 

推進方策

(1)　県健康福祉事務所及び市保健所が、保健統計データや医療機関のデータなど保健・医療・

福祉情報を迅速かつ幅広く収集・提供することができるよう、既存の情報システムの適切な

運用と充実を図る。（県、保健所設置市）

(2)　医療資源がまばらで高齢化が進む郡部において特に取組が進んでいるＩＴ（情報通信技

術）を活用した在宅診療、遠隔医療を推進する。（市町、医療機関）

(3)　情報システムの構築、運用にあたっては、「個人情報の保護に関する法律」に基づき、個

人情報を適正に取り扱うとともに、県民の理解と協力が得られるようシステムの目的や安全

性についてＰＲを行う。（県）

(4)　情報システムを継続して有効かつ適切に活用するため、関係職員の研修を定期的に実施す

る。（県）

(5)　電子カルテなどの医療の情報化推進により、医療安全の推進を含む医療の質の向上や効率

化、患者への情報提供などの促進を図る。（医療機関）

(2)　健康管理システム 

県民が生涯を通じて適切な保健・医療・福祉サービスが受けられるよう、個人の経年的な

健康データや療養環境に関するデータをＩＣカードなどに記録し、健診や医療機関受診時に

利用するためのシステムが、加古川市、稲美町、播磨町などで実施されている。

(3)　県民に対する情報提供システム 

県下の多くの地域において、市町、医師会、歯科医師会等が、医療機関や救急医療機関に

関する情報、保健情報などを、テレホンサービス、ＣＡＴＶ、ホームページ等により提供し

ているほか、兵庫県薬剤師会薬事情報センターがＦＡＸ情報サービスやラジオ情報などを通

じて、薬の正しい使い方などの情報を提供している。

(4)　医療機関情報システム 

住民等による医療機関の適切な選択を支援するとともに、医療機関の受診等に伴うトラブ

ルの発生を未然に防止し、医療安全体制の確立に寄与するため、改正医療法に基づき、医療

機関等（病院、診療所、助産所、薬局）から報告を受けた医療機能情報を県が集約し、住民

や患者が利用しやすいように検索機能を付加して平成19年度（平成19年度は基本情報のみ）

から提供している。

「在宅健康支援システム」が実施されているなど、在宅診療や遠隔医療への取組が始まっ

ている。
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(6)　広域災害・救急医療情報システムにおける県民への情報提供内容、周知方法などについて

検証を行い、情報システムの活用を推進する。（県、市町、医療機関）

(7)　産科及びＮＩＣＵ（新生児集中治療管理室）の空床の有無や緊急手術の可否など必要な情

報を検索できる周産期医療情報システムの充実を図る。（県）

(8)　改正医療法に基づく医療機関の医療機能情報の公表制度を踏まえ、医療機関は自らの医療

機能の正確な報告に努めるとともに、県はその情報を県民に分かりやすい形で公表する。

（医療機関、県）

(1)　基本情報（名称、開設者、管理者、所在地、電話番号、診療科目、診療日、診療時

間、病床数）

(2)　病院等へのアクセス（利用交通手段、駐車場、外来受付時間、時間外対応等）

(3)　院内サービス等（院内処方の有無、対応可能な外国語の種類、相談体制等）

(4)　費用負担等（保険医療機関、公費負担医療機関及びその他の病院等の種類）

１　管理・運営・サービス等に関する事項 

診療内容、提供保健・医療・介護サービス（専門医の種類及び人数、保有する施設設

備、併設する介護施設、対応可能な疾患・治療内容、専門外来の有無、健康診断・健康

相談の実施、対応可能な予防接種、セカンド・オピニオンに関する状況、地域医療連携

体制等） 

２　提供サービスや医療連携体制に関する事項 

（人員配置、医療安全対策、院内感染対策、診療情報管理体制、症例検討体制、患者

数、平均在院日数、患者満足度調査、（財）日本医療機能評価機能による認定の有無等）

３　医療の実績、結果等に関する事項 

＜主な公表項目＞ 
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